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第1章　序論

I.I　研究の背景と目的

|.| 朗いリ牡ツ･出杓

　目氷では20世紀末Jこり地宸活蛸期に入ったと旨わわており,死者'6-｢入な超又

る甚大な被害をもたらした1995年の兵碓県南部地震は,沙肌二新しい　あれから10

年の月日が経つ今日までに.2000年鳥取県丙㈲地宸.2001年芸p地震､2003年ト

勝沖地震と大地震が頻発しているが,幸い死傷者は少なかった､しかし､2004年

新潟県中越地震では死者41名(2004年H月14日現在)が出る地宸災害となって

おり,地震に対する社会の関心は非常に高まっている,､また,掟庫県南㈲地宸以降,

中央防災会旛1)や地震調査研究推進本部2)も精力的に活動しており,日本各地のt

要な活断層や海溝型地震の地震発生確率を発表している,､名古厭大学が立地する叫

海地方においては,2001年に東海地震の想定震源城が22年ぶりに弛直され,甚大

な被害を受けると予想される地域が西方へ大幅に広がり,8都県263占町村が強化

地域に指定されることとなった｡また,東海地宸との運続発生が懸念されている東

南海地震･南海地震に関しても,推進地域の指定や被害想定の発表などが行われ,

これに基づいて地震被害軽減に向けた対策が行われていな

　建物の耐震構造技術は過去の震害の経験を基に発展してきており,1971年には

RC柱の帯筋間隔などの規定が改正され,1981年には建築基準法の構造計算規定が

抜本的に改正され,保有水平耐力の検討を行う｢新耐震設訃法｣が導入された｡こ

れにより,1982年以降に建設された建物の耐震性能は,1981年以前の許容応力度

設計による旧基準で設計された建物に比べ大幅に向上した.,したがって,1981年

以前に建設された建物は,既存不適格建物として全国に極めて多くの棟数が現在も

実在することとなった｡建築年代の差による地震被害の差は,兵庫

県南部地震において顕著に現れた3)｡図1.1にピロティを持つ建物と

設計･施工不良の建物を除く年代別の鉄筋コンクリート造建物の被
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第1章　序論

害率を階数別に示す4)｡明らかに1982年以降の建物は披害が少ないことが分かる｡

今後発生が懸念される臣大地震に対して,1981年以前に建設された建物の耐震性

能の向上を図ることが必要である｡図□で階数による披害率の違いを見ると,ど

の年代区分においても階数の高い建物で披害率が高《,低層建物で低い傾向が認め

られる｡新耐震設計法施行後の1982年以降に建設された建物では,中破4)以上の

披害を受けた娃物は,3階建てで1.5%,8~10階建てで21.3%である｡一方,兵庫

県南部地震で発生した｢震災の帯｣の中での地表面最大加速度は1,000gal以上と推

定されており肖尚5),新耐震設計法の2次設計で想定している地震動レベルの300

`400galを姦かに上回っている｡それにもかかわらず,中低屑建物の披害率が極め

て低いという結果が得られている｡この原因として,建物と地盤との動的相互作用

6)による地震力低減効果ぢ4　7‘8)や,2次部材等による潜在的な建物耐力の余裕が指

摘されている尚‘194o)が､未だ実証的な解明には至っていない｡　2004年新潟県中越

地震においても小千谷地区で1,000galを超える地表面加速度の強震記録が得られ

ている1142)が,建物披害はそれほど多《なかった尚白3)｡

　この様に中低層建物の地震時挙動には不明確な点が多く残されているにもかか

わらず,兵庫県南部地震での建物披害の少なさから新耐震設計法が是認された｡

2000年には性能規定化に対応するために建築基準法が改正され,限界耐力計算法

が新たに導入された｡限界耐力計算法は,表層地盤の増幅特性や相互作用効果を設

計時に考慮できるようになった点で,性能設計ヘー歩と近づいたと言える｡また,

近年では免震･制震といった建物応答を制御する技術の導入が図られており,耐震

改修などにもそれらの技術は応用されている点においても,性能設計に近づきつつ

あると言える｡しかし,本来の意味での性能設計を行うためには,建物に入力する

地震動と実構造物が特つ真の耐震性能が明らかになっていることが前提となる｡だ

が,1995年兵庫県南部地震や2004年新潟県中越地震において,設計想定レベルを

蚤かに上回る地震動が作用したにもかかわらず,建物披害が少ないことから,現在

までに得られている知見は十分ではない｡特に,中低層建物の地震時挙動に大きく

影響を及ぽす建物と地盤との動的相互作用14)や,耐力上の余力などを解明するに

は知見が不足している上,検討を行うための実記録も不足しているのが現状である｡

したがって,建物の実測記録を効率的に入手し,実際の振動性伏を適切に把握して,

地震荷重と耐震性能を実証的に明らかにすることは,性能設計を促進する上でも,

極めて重要な課題である｡

　建物と地盤との動的相互作用の従来の主たる研究対象は原子力関連施設であっ

た｡原子力関連施設の動的祖互作用ば理論的に詳細に検討されており肖tll5),耐震

設計にも活用されている｡また,輿験･観測による実測記録も充実している例ぇぱ16)

“18)｡これに対し,都市域に多《存在する一般的な中低層建物の動的相亙作用に着

目した研究事例例之‘119“2o》は僅かである｡この原因として,中低層建物は使用用途が

多岐に渡るため様寿な形伏をしている上,2次部材が多《レ地盤条件･基礎構造も

多種多様であるため,構造特性が明確でない楊合が多いことなどが挙げられる｡し
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口　研究の背景と目的

かし,これらの要因は,数値解析による検討が困難な問題ばかりであるため,実測

記録に基づ《検討が必要不可欠である｡

　この様な背景から本論文では,中低肩建物の勣的相互作用効果を実証的に明らか

にすることを目的として,以下の点に着目して研究を進める｡

･　中低層建物の動的相互作用を分析できる実測記録が不足している現状を打開

　　するために,新たな戦賂的観測プログラムを計画,実施すると典に,得られた

　　記録のデータベース化と公開に関する手法を提示する｡

･　新たな観測によって得られた実測記録を用いて,建物の振動性伏に及ぽす地

　　盤･建物の各種要因を明らかにする｡

･　要因分析で得られた知見を生かして,複数の中低層建物の人力損失効果と建物

　　応答性伏を明らかにする｡また,常時微勣記録と地震記録を比較することによ

　　り,常時微動記録に基づく建物振動性状の分析の適用範囲を明らかにする｡

　これらの検討は,耐震設計に動的相互作用効果を適切に導人するための基礎とし

て必要であると典に,実在する建物の真の耐震性能を把握する上で極めて斌要であ

る｡来るべき大地震に備えて,都市の持つ地震防災力を適格に評価し,対策を進め

る上で緊急の牒題といえる｡
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第1章　序論

1.2　既往の研究

　本節では,建物と地盤との勣的相互作用に関する既往の研究の内,実測記録に基

づいた中低層RC造建物の勣的相互作用に関する研究を概説する｡

1.2.1　建設に伴う振動性状の変化を対象とした研究

　大場ら21‘22)は,比較的平面形が類似した5階建ての公団アパート48棟を対象と

して,建設段階毎に常時微動計測を行い,弾性地盤上の剛体のロッキング振動理論

との比較をしている｡その結果,建物が低層の時は建物と地盤との動的相互作用の

影響が大きいこと,建物階数が増加すると建物の固有振動数と減衰定数が低下する

ことを指摘している｡

　入江ら23‘25)は,RC造5階建て建物を対象として建役段階毎に常時微勣計測を行

い,階数増加に伴って固有振勣数が低下すると共に,固有振動数での応答の卓越が

顕著になることを報告している｡その後,同鐘物に隣接して建設されたSRC造6

階建て建物と,さらにその後建設されたSRC造7階建て建物でも同様の常時微動

計測を行い,迪物階数が増加ずると動的相亙作用効果が低下すること,減衰定数と

建物高さの明確な関係が見られないこと,スウェイ率が低下すること,隣接建物の

彩饗は質量の大きな建物から小さな建物に影饗が及ぶことを指摘している｡

　中川ら26‘27)は,SRC造6階建て建物(名古屋大学工学研究科9号館百館)と

SRC造10階建て建物(名古星大学工学研究科新1号館)を対象として,建設段

階毎に常時微勣計測を行い,建物と地盤との勣的相互作用の階数依存性について検

討している｡その結果,動的相互作用効果は低層時に顕著なことを指摘している｡

　岡田ら28)は,L宇型29)からコ宇型に平面増築されたSRC造10階建て建物(名古

屋大学工学研究科新1号館)を対象として,高密度常時微動計測と強震観測を行っ

ている｡その結果,偏心に伴うねじれ振動が減少したこと,並進モードに連成する

ねじれ成分が減少したこと,新たに弓形の床面内振動モードが発生したことを指摘

している｡

1.2.2　隣接建物を対象とした研究

　北田ら30),矢野ら31),鈴木ら32)は,実際の地盤上に単独建物,隣接建物(同種

2種),隣接建物(異種2種)の3種類の大型縮小試験体を建設して強震観測,振

動実験を行い,原子力発瓊施設の耐震性確鉦に関する研究を行っている｡

　大楊ら33)は,16階建てと11階建てのSRC造建物について人力加振実験を行い,

加振建物の基礎から地盤を介して隣接建物の基礎へ伝達する効率が70%前後であ

ったことを報告している｡

　松山ら34)は,隣接するSRC造6階建て建物とRC造3階建て建物(名古星大学

工学研究科9号館)を対象として,強震観測,強制振動実験と常時微動計測を行

4
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L,2既往の研究

っている｡いずれの場合も6F建物が主として振勣する時には,6F鐘物と3F建物

が相互に御辞儀をするような振勣モード形状となっていることを報告している｡ま

た,地盤も含めた地震記録の分析より,隣接建物を介した複数人力の可能性を指摘

している｡

1.2J　多数の建物を対象とした研究

　鳥海35)･大場397)は,2~7階建て建物を対象に常時微勣計測を行っている｡鏝

上階の変位スペクトルの卓越振動数から地盤一建物連成系の固有振勣数を推定し,

地盤一建物連成系の固有周期は地盤,基礎条件及び建物高さと相関が高いこと,勣

的相互作用の影響が大きいことを指摘している｡また,その結果を基に,平均N

値と建物階数を変数とした地盤一建物連成系の固有周期の回帰式を求めている｡

　多賀38)らは,RC造の公営住宅を対象に,最上階と地盤の2点でNS方向の同時

常時微動計測を59団地201サイトで実施している｡地盤一建物遮成系の囚有振勣

数を,最上階と地盤のバワースペクトル比の卓越振動数から椎定し,減衰をハーフ

パワー法と白己相関関数の片側振幅対数減衰率から推定し,団地鋸の地盤卓越周期

と建物周期の分布を示している｡

　今岡39)らは,福岡市内の179棟のRC造建物(11階以上はSRC造建物を含む)

を対象に,建物頂部と近傍地盤の2点で水平2成分の同時計測を行っている｡建物

の固有周期を建物頂部/地盤の伝達関数から推定し,地盤の固有周期をH/Vスペ

クトルの卓越周期から推定し,丙者の関孫を検討している｡

　A1140)らは,名古屋大学東山キヤンパス内の14棟の建物を対象に,建物頂部･|

階･近傍地盤の3点で,水平2成分･上下成分の同時常時微動計測を行っている｡

地盤一建物連成系(lbp/GL)とスウェイのみ固定した基礁固定系(Top/IF)の伝達

関数より固有振勣数と減衰の推定を行っている｡地盤一建物連成系の減衰はRD法

からも椎定を行っている｡推定された値と地盤の平均N値,建物階数,基礎条件

との相関より,中低層RC造建物の動的相互作用効果について分析を行っている｡

1.2.4　入力損失を対象にした研究

　山原41`42)は,ハ戸高専を対象として,1968年の+勝沖地袁後の奈震観測を基礎

と周辺地盤で行い,校舎基礎の高振動数成分が周辺地盤よりも小さくなることを指

摘し,これを入力損失効果と名付けた｡その後,剛な基礎が位相差を持った地震動

を拘束することにより人力損失効果が生じると仮定して,入力損失効果のメカニズ

ムを説明している｡

　星谷ら43)は,低層RC造校舎を対象として常時微動計測と強震観測を行い,実測

記録に認められる入力損失効果を,山原の入力損失フィルターを用いた地震応答解

析とLuco44)によるSH波に対する半無限弾性体中のせん断壁の解析方法から得られ

る結果と比較検討し,両者がよ《対応していることを指摘している｡

　石井ら45)は,大型地下タンクで得られた地震記録の人力損失効果を有限要素法
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第1章　序論

を用いて検討し,人力損失効果は基礎の平面的な広がり以上に,基礎の根入れ深さ

が重要なパラメータである可能性を指摘している｡

　安井ら6)は,兵庫県南部地震において,地盤と建物基礎とで同時観測された5棟

の記録と,激震地区の建物で得られた地下階での記録を元に,激震地区での白由地

表面地勣の逆算を行い,入力損失効果を検討している｡その結果,基礎応答の最大

値は地表に比べ,鏝大加速度で7剖,最大速度で9割程度に低減されると指摘して

いる｡

　井ロら46)は,大型振動台基礎とその周辺で得られた中小地震の地震記録を用い

て,入力地震勣の周波数特性を考慮して,基礎と地表の最大加速度･連度の関係を

検討している｡また,実測記録を元に入射波を求め,基礎有効入力動を数値解析に

より算mしている｡

　J.　R　Stewart　et　al.47‘49)は,40サイトで観測されたlmperial地震やNorthridge地震な

ど12の強震記録をデータベース化し,最大加速度,最大速度,建物条件と入力損

失効果の関係を検討している｡その後,設計法への応用方法を検討している｡

　以上のように,常時微勣記録に基づ《中低層建物の動的相互作用に関する研究は,

ばぼ同一な形状をした複数の建物を対象とした続計的な分析や,単独の迪物の詳細

な分析が行われている｡しかし,勣的相互作用に及ぼす地盤･建物の要因を抽mし,

複数の建物を対象にした体系的な分析は行われていない｡地震記録に基づく研究は,

主に建物規模や根入れの大きな建物を対象としているため,建物種類や地震記録数

が限られており,統計的に+分な分析は行われていない｡また,動的相互作用に着

目して常時微動記録と地震記録を詳細に比較分析した研究はほとんど行われてお

らず,常時微動記録から得られる知見の有用性は明確にはされていない｡

　本研究では,中低層建物の動的相互作用を実証的に明らかにすることを目的に,

動的相互作用効果に影響を及ぽす要因を抽出するための系統的な振動実測方法を

計画,実施し,得られた実測記録をもとに体系的な分析を行う点に独自性を持つ｡
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I｡3　論文の構成と概要

L3　論文の構成と概要

　『第1章　序論』では,本研究を行うにあたっての背景と目的を述べ,中低層建

物の振動実測の現状と諜題,建物振動性状に及ぼす各種要因に関する既往の研究,

人力損失効果に関する既往の研究を整理し,本論文の目的と位澱づけを明確にする｡

　｢第2章　建物振動実測の新たな方法とデータ公開｣では,光ず中低層建物の建

物振動実測の現状と諜題を整理し,相互作用効果が分析可能な実測記録の質･量の

増加の必要性を示す｡次に,寓測記録が不足している現状を打破するための新たな

建物振動実測の方法として,戦略的強震観測･常時微動計測プログラムを計画,実

施する｡さらに,得られた記録を有効に活用するために,地盤･鐘物の概要と共に

データベース化を行い,インターネットを介した公開システムの構築を行う｡これ

により建物の振動実測記録の典有化を図るとともに,効率的なデータ偕積の方法論

を提示する｡

　｢第3章　建物の振動性状に及ぽす各種要因の分析｣では,戦略的強震観測･常

時微動肝測で得た記録を用いて,慣性の相互作用,入力の相互作用,隣接鐘物,2

次部材,入力特性などが建物振動性状に及ぽす影饗を詳紬に分析する｡具体的には,

ほぽ同規模で構造権別･構造形式･基礎形式の異なる3棟の建物を対象に建設段階

毎の常時微動記録を用いて,固有振動数･モード形伏･減衰定数の階数依存性を分

析することで,慣性の相互作用の特性を明らかにする｡次に,建設段階毎の常時微

動計測から有効入力動を分析することにより,入力の相互作用の特性を明らかにす

る｡また,建設期間中に得た地震記録と常時微動記録を用いて,入力特性の具なる

両者を比較することで,常時微動記録に基づく建物振動性状の分析の有用性を検討

する｡既存建物の周囲に隣接建物が建設される好機を利用して,隣接建物の建設に

伴う既設建物の振動性伏の変化を明らかにする｡最後に,実測記録から求められる

上部構造物の固有振動数と数値解析結果を比較し,2次部材の影饗を明らかにする｡

　｢第4章　実測記録に基づ《中低層建物の入力損失効果｣では,名古屋大学東山

キヤンパス内に存往する様々な規模,高さ,基礎幅や根入れ深さを有する9棟の中

低層建物を対象に,多数の中小地震記録と常時微動記録を用いて,相互作用による

入力損失効果を明らかにする｡入力損失効果の検討には,地震動の最大値に基づ《

方法と,振動数領域における方法を用いる｡また,入力特性の異なる地震動と常時

微動を比較することにより,地震動の空間変動が入力損失効果に及ぽす彩響を明ら

かにする｡

　『第5章　増幅特性･固有振動数･減衷定数に及ぽす動的相互作用効果｣では,

中低層建物を中心とする多櫨多様な建物の常時微動記録に基づいて,相互作用効果

が固有振動数と減衰定数に及ぼす彩饗を分析する｡その後,構造種別,階数の異な

る5棟の中低層建物を対象に,多数の中小地震記録と常時微動記録を用いて,動的

相互作用効果が増幅特性,固有振動数,減衰定数に及ぽす影響を明らかにする｡
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　｢第6章　結論｣では,ニニ支での研究成果をまとめ､中低屑淳物の振勣性状に
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･伺.し1句巾常l帛削払,1録のH″較
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<増幅特性･固有振勣数･減衰定数に

　及ぼす動的相互作用効果>
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図1.2　本論文の構成
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第2章　建物振動実測の新たな力‘法とデータ公開

2.1　ばじめに

2j　はじめに

　従来,振動実測の主たる対象は,原子力関連施設などの重要構造物や大規模･超

高層建物,免震･制震建物など振動を制御する構造物などであり,理論解析や高度

な技術の検証という意味合いが色濃かった｡一方,中低層建物の振動実測ぱ,常時

微動記録に基づ《検討は数多《なされているものの,建物と地盤との勣的柿互作用

効果に着目した詳細な強震観測はあまり行われていない肖肖34)のが現状である｡

　この原因として,建設コストに占める調査･研究費用が原子力関迪施設や超高層

建物,免震･制震建物に比べ,中低層建物では圧倒的に高《なってしまうことが挙

げられる｡また,中低層建物の多《は軟弱地盤上に立地しているため,建物と地盤

との動的相互作用効果が強い上,使用用途も多岐に渡るため耐震部材と見なされな

い2次部材が多《,平面的な偏心や高さ方向の剛性バランスの偏りが生じやすい｡

基礎構造も多種多様で,都市部では隣接して建物が存在する楊合も多いため,建物

の振動性状を把握するためには複数の観測点での同時観測が必要となり,さらに観

測コストが割高になる傾向にある｡中低層建物には数値解析による検討が困難な要

素が多数含まれており,これらの幾つかが潜往的な奈力と指摘されているが,理論

的にも未解明な問題が多く取り残されたままの伏態になっている5o)｡

　一方で,2000年の建築基準法の改正により限界耐力計算法が導入され,建物と

地盤との動的相互作用の影響を設訃時に考慮できるようになった｡設計法そのもの

としては大きく進歩したと言えるが,動的相互作用効果の実鉦的な検討や,設肝に

用いる地震力設定の検証は十分ではないため,性能指向の耐震設計を促進するため

にも実測記録に基づ《検討は必要不可欠である｡

　実測記録を得るためには,観測機器そのもののコストの他に,設愛コスト,設瀧

後の保守管理･運用コスト,長期に渡る観測期間も必要となる｡また,建物の多《

は民間が所有しているため,所有者の考え方により,振動実測そのものの輿施や記

録の公開が行えない場合も多々ある｡しかし,実測記録の有用性･必要性を広《社

会に認知し,利用して貰うためにも,振動実測･観測より得られる膨大な記録を,

収集･整理･利用するためのシステムが必要となる｡

　この様な背景から,本章では中低層建物の建物と地盤との動的相互作用効果を分

析可能な高品質の実測記録を効率良《得るために,計画･実施した新たな振動実測

の方法を示すと共に,得られた実測記録の整理･公開方法を示す｡

-9



第2章　建物振勣実測の新たな方法とデータ公開

2.2　戦略的強震観測･常時微動計測

2.2.1　観測の概要

　通常,建物の振勣実測･観測は竣工済みの建物を対象とするため,実測記録に基

づいた続計的な分析には,多数の建物での振動実測が必要となる｡しかし,観測プ

ログラムを計画的に立案･実施すれば,1棟の建物でも複数の建物を対象にした観

測とほぽ同等の成果を得ることができる｡この実例として,中低層建物の動的相互

作用効果を分解して分析することを目的に行った戦賂的強震観測･常時微動計測ブ

ログラムの概略を回2.1に示す｡この観測プログラムの特徴は下記の通りである｡

a　　建設中の娃物を観測対象とする

　　基礎の建設に伴い,①地盤の切欠き,②基礎構築･地下階構築,③埋戻しが

　行われるため,各建設段階において周辺地盤と基礎で同時観測を行う｡この記

　録より有効入力動に及ぽす切欠き効果,基礎の重量効果,埋戻しによる側方地

　盤の影響が把握可能である｡

　　上部躯体の建設に伴い,④階数が増加する｡躯体重量ば主に床スラブの打設

　による変化が大きいことから,各階の床スラブが打設される毎に,周辺地盤･

　基礎･上部躯体綾上階で同時観測を繰り返し行うことにより,ほぼ同一の地盤･

　基礎条件下で上部躯体の階数のみが変化する記録が得られる｡この記録より固

　有振動数やモード減衰,有効入力動に及ぽす階数依存性が把握可能となる｡ま

　た,有効人力勣と基礎入力勣の差も検討可能となる｡

　　上部躯体の完成後,外壁や内部間仕切り壁などの⑤2次部材が付与されるため,

　2次.部材付与に伴う上部構造物の剛性変化が把握可能である｡

　　建物の供用が開始されると,⑥積載荷重のみが増加するため,竣工直後と供

　用後の寓測記録を比較することにより,上部構造物の重量変化が相互作用に及

　ぼす影響が把握可能である｡

　　単独建物が竣工後に⑦隣接鐘物が建設される場合,先行して建設された建物

　と隣接建物を建設段階毎に同時観測を行うことにより,隣接建物の階数変化も

　考慮可能な隣接建物間相亙作用効果を把握可能である｡

　　この様に迫設段階毎を追って常時微動計測を行うと典に,建設期間中から強

　震観測を継続的に行うことにより,建設段階の異なる強震観測記録も得ること

　が可能である｡

　建設中の殖物の観測からだけでも多数の有益なデータが得られるが,これら

をさらに有効利用するために,同様の観測をほぽ同規模で基礎と上部構造の組

み合わせが異なる建物を対象に実施する｡ここから上部構造と基礎の剛性バラ
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2.2　吠斬づ次,M□||　･　川い奏軋H測

ンスが田り〕作用効果に及ぼす影響午把握可能である｡

c　半涵増築により偏心が変ヒする建物を艇庶対象と十る
　　　　　　　　　_

　中低層建物は複雑な形状を特つ建物が多いため,ねじれ応答ベヅ休振動特性

28　‘　29'が地震時挙動に及ぼす影響を把握することt､重要である,､そニで平面増築

が予定されている建物を観測対象にすることにより,偏心の変叱に伴うねじれ

応答や立体振勤特性の変化が把握可能となる｡

　小中学校などの校舎建築はほぼ同一の上部構造特性で､各地に　･様に分布し

ているため,地盤条件と基礎条件の差異が勤的相互作用効果に及ぼ干影響51)を

検討可能である｡

階数依存性

　　　　　　‾　φ
φ　=　φ　≡

　2次部
一

一

-

一

一

--●J

　　｢TSTププl(藁礎)PHc杭十(1部)sRc造
　　〔ニプjl(簒礎)場所打杭十(上部}s造　　|

□ (蓋礎)PHC杭十(上郎)PCaPC造

基礎とL部の組み合わせ

ぼコ縦り

地盤と基磋の組み合わせ

材の効果

φ

　　　凸　接地粂件

J
　乃uu

n
__･

隣接建物間相互作用

n9分

　●　●

u●乗分

　W

u1分

　分

W

図2.1　戦略的強震観測･常時微動計測プログラム
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渠2　,1;;　津物痢舶実測の新たな方法とテーク公開

2.2.2　建設段階毎の常時微動計測

　ほ汗同規摸で構造腫別･基礎形式の異なろ3棟の建物を対象に,建設段階毎に常

時徴蛸計測を行った｡3棟の建物は,名古唄犬学東山キヤンハス内に立地している

鉄骨浩10階建てのIB電子情報館(以下,S造建物と略記する),プレキヤストブ

レストレストコンクリート造7階建ての環境総合館(以下,PCaPC造建物と略記

する),欽骨鉄筋コンクリート造10階建ての工学研究科新1号館C以下,SRC造

噫物,L･略記する)である｡図2.2に対象建物の外観を,表2｣に建物概要を示す.,

　S造噫物の常時徴動計測は,図2.3(a)に示すセンサー配置で,床スラブが2フ

ロア打設される毎に計測を行い,5階建て時以降は5階にも瞳物頂部と同様にセン

サーを配置して計測を行った｡S造建物は図2.4に示すようにスラブ打設に先行し

て鉄骨が順次立ちトがっていたことに注意する必要がある.

　PCaPC造建物は,PC柱の建て方,PC梁の架設,PC鋼線の緊張,ハーフPC床

版の架設,ハーフPC床版へのコンクリート打設の工程を繰り返すことにより建設

されたため,常時徴動計測は,床の剛床奴定が成立すると考えられるハーフPC床

版･､のコンクリート打設後に,図2.3(b)に示すセンサー配置で行った(図2.5)｡

j

皿
″
y

{
一
ー
岬

(e)SRC造喰物
　<'新1外館>IB屯臼,y報館ノ

111畔駈.;Q■㎜

j;　ごUびl造建物

　ぐ喫境総合館>

　　　　　　　図2.2　建設段階毎の常時微動計測を行った対象建物

　　　　　　　　友2.1　建設段階毎の訃測を行った対象建物概要

　　　　　　　　　　IB屯f情報館　　　　　環境総合館　　　　　新1号館(増築前)
碑造種別　　　　　　　　S造　　　　　　　PCaPC造　　　　　　　　SRC造

骨組形式(x万印　　ラーメン構造　　　　ラーメン構造　　耐震壁付きラーメン構造

　　　　(y昨|)　ラーメン構造　耐震壁付きラーメン構造耐震壁付きラーメン構造
l比水&fu･･む･･-犬　　　　･-　-
階数(地JI.地伺

軒高

建築面積

基礎形式

　　　成鳩別)

　　　成托)

　　　(杭㈲

　　　　10-1

　　　41.1m

　　　987m2

　　　杭基礎
　　場所打ち
鋼管コンクリート

　　　41.7m

l200φ(拡底部17ooφ)

1300φ(紅底鮪1900φ)

　7-1

29.7m

852　m2

杭基礎

PHC杭

32,36m

　800φ

10-1

39.3m

l,502m2

杭基礎

PHC杭

45-48m

　5吻

　　　　　　　　　　1400φ(拡底鮪2400φ)　　　　　　　　　　　　　　　　600φ
根人れ深さ　　　　　　GL,7.3m　　　　Gし4.　Gし72m　　Gし2.5m(一郎Gし7.8m)

-
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,2　川づ州古恥則･訓y徴軋㈲||

圭た,PC部吋ハ腎4㈲I｣汝ごハ振勅特性の変化ん捉えろために､岐目苓のPC部材

う聚化前叫に礼,出即べ付ドビ≒

　SRC応建物の常時徴勣計測は､図2.3(c)に吊十センサー配孵で,各階のコンク

リート部分が打設される排に計測を行った汐1　2.6).財レ　目ヽソキンゲの肝測け7

階建て時以降でのみ行った　SRC造建物ではニ1ンクリー|ヽ部分の打設に先かち,

鉄骨が最.11賠まで組ハトがっていたことに注秤が必要であろ､

φ lj　命

吹,｡7
　※　薄字は詳細SI醐時のみ

　　　り.･l卜-タ･配置

(b)PCaPC造建物

ノン
~●●.●

/
吋齢(中表J/

φ
l鎗 フ

j°Z

認証177
Z___/

(c)SRC造瞳物(a)S造建物

回2.j　建設段陪毎の常時微励計測のセンサー配i図

4四rダ刄gl

　/　　　　　.地中梁
/四?　H6chl

JgZ;yツ昌

捗骨-ハー一ム

　,~y)　　　　　　　4階建て(17.3m)

　打投剱乙(5FXラブ&鉄骨RF)　　　　　　　　　　118ch】

　　　　　　　　　　6階建て〈24.9m>

　　J{7FX　ブ&鉄作RF)　　　　　　　　　　[23ch]

　　　　　　　　　　8階建て〈32.5m>
　　　　　　　　　　(9Fスラブ&鉄骨RF

　　　　,.:　I･　　　&外壁5F)　　1]I,,　　　　　　　　　　【23chl

　　　　　　　　　10階建て〈40.1m>

　　　埋戻し　　　　　　　ドフ>　　　　(RFスラブ&外畷8F)jli[&11Ljllll゛【】
　　　1階建て(4.5°)　　脂到　　　竣エ〈40.1m>
ぶ(2Fスラブ&鉄骨9F)　　'1陛　　　　【32ch]　　　【恥]jiiilll11F
　　　　　　　-

j!!a!.2讐昌畠‰　睦懇,　竣工半年後〈40.1m>-118ch】　　　　　　jill,,μ2ch】
　※　全てのケースについて,計測時間は1,帥o秒とし,
　　収録は変位成分を1秒計で200Rzサンプリングで行った.

　　　図2.4　S造建物の常時微動肝測時の建物状況
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玉2　･j　呻物振排丿側の新たAリ岬汁子一一タ川則

　　　　　　埋戻し前

|氏ΞΞ?゛μch]

　　　　埋戻し後
ご　116chj

　　　　　　|階建て〈4.9m>
　　　　'(2F床スラノ

本1≡已モ≡ヨタs　　&3FLてPc梁緊似
　　　　　　|16chl

芒多

ビjl

お
ぶ
お

ぷ｡

旅

泗,,｡

2階建て<7.5mン
　(3F床スラブ打設

　&4F圭でPC梁緊張)

123chl

4階建て<12.9mン　･
　ぐ5F床スラブ打設　　※

　&6FEごPC梁緊釦

【20ch]

仁11!!

亡1

白,

|||11mmll●

5階建て(RF梁緊張前)
　〔6F床スラブ打設

　&RFのPcりゾt張前}

[15chl

5階建て(RF梁緊張後)
　C6F床スラゾ打設

　&RFLごPC梁緊勿

口5ch]

7階建て〈29.7m>
　llRF床スラブ打没)

[29ch]

竣工〈29.7m>

【6ehl

図申の矢印はPC梁の繁張を意味オる
全スぴ)ケースについて計測時間はI,800秒とし,

収録は速度成分を5秒計で200Hzサンブリングで
oぃた

ド2.5　PCaPC造建物の常時微動肝測時の建物状況

0階建て〈0.2m>訃肴ペーム　　　　　　　6階建て〈24.】m>

にご4"¨)‰ぐji･|り瓦ド゛゛¨)
1階建て〈4.7m>
(2Fスラゾ&鉄骨RF)

16ch】

2階建て〈8.9m>
(3Fスラブ&鉄骨RF)

r6ch]

3階建て〈12.7m>
(4Fスラブ&鉄骨RF)

16ch]

4階建て<16.5m･
(5Fスラブ&鉄骨RF)

[12chl

5階建て〈20.3m>

(6Fスラブ&鉄骨RF)

　　　　　7階建て〈27.9m>

JIIllF(鉄骨好)　　　　　【6chl

　　　　　8階建て〈31.7m>

Jdl鐘11r(9Fスラブ&鉄骨RF)　　　　　r6chl

　　　　　9階建て〈35.5m>

ルooFスラブ&鉄骨RF)　　　　　｢6chl

　　　　　10階建て〈39.3m>』●11r【6chj

j1111111F,.竣エ〈39.3m>　　　　　【14ch】
||

　　I･‾　【6Chl　　　　　　　　　J皿‘a‘皿

命　tてnケースについて,肝測時間は600秒×3回とし,
収録は速度成分を1秒訃で100Hzサンプリングで行った｡

　図2.6　SRC造建物の常時徴動訃測時の建物状況
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.2　州叫リ｣雁ljUIII･席時徴齢川tllj

　よ侍微勣計測は全て､固有,團期1砂の勣コイル型常時徴勣訃･専用フンゾ･デジ

タ.･しレコーダー･各種機器をつなぐケーブル粕を用いて行oた,､常時微勣訃には,

x､y､zの3成分を同時に計測できる3チヤンネル動コずル明常時徴勣訃(以下､

3eh徴勤計)と､水平･上下成分が独立Lた1チヤンネル聖常時徴動肝(以下,

lch徴動計)がある｡3ch微動計は､固有周期1秒の速度計として用いる場介には

最犬感度10V/mkine,変位訃として用いる場合には最大感度40V/μmで,周波数特

性としては2　-　10Hz　でフラットな特性を示す｡図2.7(bいニローパスフィルタを用

いて3ch微動計と専用アンプを接続したときの周波数特性を示すJch微勤計は,

固有周期1秒の速度肝として用いる場合には最大感度10V/mkine,変位計として用

いる場合には最大感度4V/μmで,周波数特性は3ch微動計と同じである｡図2.8(b)

にローパスフイルタを用いてleh微動計と専用アンプを接続したときの周波数特

性を示す｡

=　　㎜四1●　jfルター○●

　?價3

●a
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(a)3チヤンネル動コイル型

　　常時微動計の写真

| 1 』
一

一 一
- -

→一

j
1

1 j
- -

-
-

-

l白

1; 1 1 y |
-

← - 一

噌-

一

一

一

一

演-

一

一

一

一 果E
一

一

一

一 福
-

一

一

一

一

一

一

一

一

-

-
j

j
-

一

一

ー‾

一

一

一
一

-

-

1
(b) 3チャンネル動コイル型

常時微動計のフィルタ特性

　(変位成分,1秒計)

図2.7　3チヤンネル

　　　　動コイル型常時微動計

(a)1チヤンネル勣コイル型

　　常時徴動計の写真
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(b)1チヤンネル動コイル型

　　常時微動計のフィルタ特性

　　　(変位成分,1秒計)

図2.8　1チャンネル

　　　　動コイル型常時微動計

●奢l
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吊2小　呻抑払刈ド川肝哨ドプツ岫汗データ公開

　仁レッレ常特㈹印｣,円則にレ)て得られろ記録から伍律関牧か求めるため､幹観

測立に,々y川-る徴斬計の特性が一致している二yがぼ証される必要がある｡そのた

め､計副に先ヽりレ)て､徴動計の特性が一致しているニとを確認するために､検定試

験か回oた巾12.9)検宗沃験は,振動台トに徴動計を設置し.実際に肝測で用い

ろシー一ブ･レL･接続レ乙同時計測を行う､そして,某準センサー記録に対して伝達関

数ヤ計算し,訃測で討象yすろ振動数帯域(1-20Hz)で,振幅がI,位相遅れが0,

コヒ　レンスが】,゛々ろニとを確認する,,建物規椎が大きい場今や噫物が高い場

今等け,収録機器を設殴したステーションからの距離がセンサーによってまちまち

に々るため.センサーJ･アンブをつなぐケーブルの長さが大幅に異なることもある,

ケー一ソルカ長さけ電気抵抗に影響するため,検定試験から得られる伝遭関数の振幅

が|をヴさないことがある,.ニの様な場合には,検定試験結果から得られる基準セ

ンリー一に対する伝達関数の振幅比を用いて補正する｡また,計測前の検定だけでな

く‥肘帽赴の検定を行うことにより,肝測中及び運搬･設置の際にセンサーが故障

レぐいないかを確認するニとも出来る｡このように検定試験は,肝測に使用する機

器の異常や故障を発昆するためだけでなく,振幅レベルの補正や,計測点の重要度

にaわ世て信頼性の高いセンサーを配置する場合の検討にも用いるため,重要な試

験であゐ,.

　常時徴動記録は維設中の工事現場で収録するために,当研究室の計測車に各種計

測機附を積み込み,これを計測ステーションとした(図2』o)｡

図2.9　常時微動計の検定複様

16

図2』o　計測車をステーション

　　　　とした時の様子
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(b)PCaPC造建物

図2.12　建設中建物の強震観測点
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　y2引す内ぃ勺叫犬仰哺軋H測

2.2.3　建設中建物の強震観測

　地宸勣は目こ下万から実体波が建物にハ射すらと考えられか川二如上,常時徴勤

では表面波の影響が大きいと考えられる　したがって､建物への入ノj特性が異なる

地震記録と常時微勣記録それぞれから得られる振勣特性の差毀を啼討しなければ,

常時徴勤記録に基づく分析の有用性を確認することはできない,そこで､S造建物

とPCaPC遣建物において,建設段階毎の常時徴動訃測を行うと埓に,建設エl事期

間中に継続的な強震観測も行った,､

　建設中の建物を対象とした強震観洵｣を行うためには,設置場所･屯源･可搬性･

時刻較正といった様々な問題を解決しなければならないため,建設中建物の強震観

測記録に基づく検討は皆無である｡しかし,2.2.1節で述べたように,瞳設中建物

において得られる地震記録は非常に有益であるため,筆者らは加速度計内蔵型の収

録機で可搬性の高いAltus　Etna　(図2.11)を用いて強震観測を行った,

　S造建物では,ロッキング動も含めた振勣特性の変化を観測できるように,図2.12

(a)に示す3点に強宸計を配置し,PCaPC造建物では,地盤･杭6忿めた振勤特性

の変化が観讃I｣できるように,図2.12(b)に示す8点に強震計を配贋して観測を行っ

た｡建物泊部の観測点は階数変化の影響を捉えるために,S造建物では,床スラブ

が2階分打設される毎に上階へ移設して2､4,6,8､10階で強爽観測を行った,,

PCaPC造建物では,各階の床スラブが打設される毎に強震計を上階に移設して3,4､

5,6,7階で強震観測を行った｡建設現場では電源の確保が困難なため,図2｣0に示

すように自動車用の12Vバッテリーを電源として用い,約1週間毎にバッテリー

交換を行って強震観測を続けた｡

　Etnaは通常,GPSを用いて時刻較正を行うが,S造建物とPCaPC造建物の建設

現場では,GPSアンテナを取り付ける場所を確保できなかったため,時刻較正は行

っていない｡また,同期信号ケーブルの敷設も不可能であったため,S造建物と

PCaPC造建物の建設中にEtnaで収録されたデータを用いる場合,初勣と位相差に

着目して時刻補正をした上で,分析を行っている｡

1^･

図2.H　可搬型強震計

　　　　(Altus　Etna)

-

41

(a)S造建物
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吊2や　仲.物祢F但丈測の新たノリノ法とデータ公閣

2.2.4　現場内LANを用いた建設中の高層建物の強震観測

　埋設支界では,CADなどのIT技術を利用した業務形態が-一般化してきた｡近年

ては,泌設現場においてち作業員稼動数や人出退車両数の管理や,ベーパーレス化

など淮JI管理に関わる部分にもIT技術が活用されている｡先進的な現場では,騒

音･振勣データの監視∠E事写真の完全デジタル化が行われており､建設現場内に

LANを敷設しインターネットカメラを通じた安全性の監視なども行われつつある

本小節では,強震観測の新たな方法として,建設現場におけるIT技術を活用した

新たな強震観測の方法を述べる｡

　討象とした建物は,名古屋市内の洪積台地に立地する18階建てのS造高層病院

噫物(図2.13)で､粘性体制震壁を採用した制震建物である､強震観測は階数変化

と内装付与が建物の固有振動数,減衰定数,建物と地盤との動的相互作用に及ぼす

影響を観測できるよう,地盤･建物1階中央･1階端部･頂部の4地点に地震計を

設照して行った,,建物隈郎の地震計は,上部構造物の構築と共に上階へ移設しなが

ら観測を続けた｡観測期間は約20ケ月である｡

　強宸観測に使用した強震計は,加速度計内蔵型の収録機で,時刻校正にGPSを

用いるため,単独で強震観測が可能である｡建設現場内では,複数の強震肝を連動

させ心ためぴ)同期ケーゾルの敷設が困離であることから,トリガは独立とし,個々

の強宸計のGPSによるタイムスタンプを元に地震記録の時刻合わせを行った｡こ

の方法を採川することで,強震計を柔軟に設置･移動することが可能となるため,

エ粕こ伴う一時的な設置位置の変更や,上部構造の構築と共に設置位置を上階に移

設することを実現した｡

　計測データは,現場内のLANを利

用して構築した強震観測ネットワー

クにより収集した(図2.16)｡強震計

はLANアダプタ(シリアル→TCP/I?

プロトコル変換)を用いてネットワ

ークに接続し,HUBで集約した後,

現場事務所内に設置したパソコンを

介して,インターネットに接続した｡

強震計を建設現場内のサブネットに

収めることで有限なGlobaHPアドレ

スは　･つで多点観測を実現した｡
図2.13　S造高層病院建物の写真

図2.14　S造高層病院建物の建設模様
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　22吠略州皿丿裂測･常時徴勣計測

　強震計のネットワーク叱により,建設現場での強宸観測でありながら現場事務所

及び現場外からリモートで強膚計のデータ回収や勣作確認,設定変更などが可能と

なろ　建設現場などノイズが極めて多い状況下では,強震計に蓄積されるデータの

収集,工事振勤によるデータの消去を中心とするデータ管理の必要性が高いことか

ら,強宸観測ネットワークシステムの有用性が分かる｡また,強震観測に使用する

隨器は,工事振動の観測にtjl｣用可能であることから,リアルタイムの振動監視な

どにも機能を拡張することが可能である｡

(a)GPSアンテナ 　　　　　(b)強震計　　　　(c)養生後の強震計

図2.15　現場内での強震観測の複様

私'1'屋大守

哨郎(回Eぶ

EU(亘ぶ

IF中央(回Eぶ
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加速度計内

蔵型収録機

　LAN

ダプタ

]加速度計内
蔵型収録機

　LAN

ダプタ
HUB パソコン パソコン

加速度計内

型収録機

　LAN

ダプタ
　LAN

4･=ftrS･むi･.1

インターネット

加速度計内

型収録機

　LAN

ダプタ
ゆg9･　j
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図2.16　建設現場内の強震観測システムの概要
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吊2砂建物脹勣実測の新/ゾゾ法とデー一吋洲

2.2.5　隣接建物増築時の強震観測･常時微動計測

　　一般的な中低層建物の隣接建物間相りT作用に着目した実測･検討事餓はごく僅か

(J4)であろ.そニで,2.2.2節で対象jしたS造】o階建て継物の周囲を敢り囲む

ように隣接建物が槍設される好機を利川して,隣接建物の建設が既存建物の振動性

状に及ぼす影饗を抽出するために詳細な実測を行った　図2｣7に増築前後の写真

を示す.,

　対象建物は,名古屋大学東山キヤンハス内に立地する既存のS造10階建てのIB

電f情報館(以下､既存建物と略記する)と,周囲に瞳設されるRC造5階建ての

南棟,桂がSRC造･梁がS造の混合構造で7階建ての西棟,RC造1階瞳て(一部

ぷ
7

(a)増築前　　　　　　　　　　(b)増築後

　　㈲2.17　増築前後のS造建物の写真

図2.18　増築後のS造瞳物の平面図(左)と東立面図(右)

　　　　　　　　　喪2.2　1B電子情報館と増築建物の概要
建物才,　　　田宅了一　報館　　　南棟　　　　　西棟　　　　　中棟

延床面積　　　　　10､525m2　　　　7,440m2　　　　3.322m2　　　2､860m2

　階数　　地j　　　】0階　　　　　5陪　　　　　　7階　　　1階ト部)2階

　　　　　咆I､　　l階　　　　　　1階　　　　　　-　　　　　　I階
　山l　lll･　』●-
　軒高　　　　　　41.1m

鳴造樟別　吃1･　　　S造

　　　　　　咄|ヽ　　SRC浩

骨組形式x方向　ラー,･ン柵造

　　　　　　Yお向　ラーゞン碑造

椀人深さ　　　　　GL,7.5m

菰礎穐別抗藁櫛　場所打ち杭

　　　　　　杭降　1300φ,1400φ.
　　　　　　　　　限底舷}1900●,240帥

__　院長　　41.7m

　　　　5陪

　　　　1階

　　　21.95m

　　　RC浩

　　　RC造

　ラーμン構造
　耐震壁付き

　ラーヌン碑造
　　Gし3.5m

{剛GI｡6.6R10j臆

　　PHC抗

　400φ,6{)○φ

　　16-24m

　　　31.34m　　4.6m卜-部)1235m

昨SRC造,e:S造　　RC造

　　　　　　　　　　　RC造
　ラーメン構造　ラーメン樗造

　jit尽;¶jlla査　ラーメン構造

　　Gし3.75m　　昔7忿､
　　　PHC杭　　　　PHC杭

　　　600い}○φ
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-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.2　吠略的倆害如測･常時微齢計泗|

2階建て)の申棟である､㈲2｣8に咎建物の平｢i㈲.4わy面図､表2.2に各建物の

概要を示す.

　実測は,既存建物に設置されている強宸計i,活用して､以下の3稼類を行った｡

①　既存建物に設置されている強震訃(図2.19)を用いて,隣接噫物の建設工事期

　間中に常時微動計測を行った｡約4日毎に強需計を手動で動作させ,加速度成

　分を10{〕Hzサンブリングで10~30分間収録した｡この記録から､既存建物の長

　期的な振動特性の変化を検肘する,､

②　微動計を用いて,西棟を建設段階毎に図2.19に示すセンサー配置で常時微動

　を高密度同時計測した｡計測は,西棟のIF,2F,3F､5F床スラゾが打設された

　直後に当該床に建物上部観測点を設置し,5秒計で速度成分を200Hzサンプリン

　グで30分間収録した｡同時に,既存建物で強震肝を手動で動作させて常時微勣

　計測を行っている｡この記録から,西棟の建設段階毎の振動特性の変化と,既

　存建物の振動特性の変化を検討する｡

③　既存建物では竣工してから継続的に強震観測を行っており,隣接瞳物の着工前

　までに27,工事期間中に12,隣接建物の躯体完成後に35(2004年10月末目ま

　で)の地震記録を得ている｡隣接瞳物竣工後は,隣接瞳物間相瓦作用も観測で

　きるように,図2.20に示すセンサー配置で強爽観測を行っている｡これらの記

　録から,隣接建物の前後で地震時の振動特性の変化を検討する｡

※

心
に
‰
l
i
f

t

薄矢印

濃矢印
微動計

強震計

ゝ

　パごレ匹
　才くづ
くノベ/

図2.19　隣接建物建設時の

　　　　常時微動観測点
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図2.20　隣接瞳物竣工後の

　　　　強震観測点
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2.3　強震観測記録のデータベース化とweb公開

2.3.1　背景と目的

　坏申県南部地震の際に発生した1宸災の帯｣での強震観㈲記録がほとんど得られ

なか-)た教訓を元に,防災科学技術研究所,自治省消防庁,気象庁などの公的機関

が申心となって,公国に膨大な数の強震計の設置が行われ,強震観測網が整備･強

化された5仇二れらの強宸計は自然地盤の地震動の観測が目的であるため,地表

や基盤に設置されているバ坏られた地震記録は,強震計の設置状況や地盤データと

共にデータベース化(以後,DB化と略記する)され,webなどで公開されており,

データの共有化が進んでいる､その代表例がK-NET53),KiK-NET54)である｡

　ニれに対し,建物を対象とした強震観測は民間を主体としているため,不況下で

観測点数は頭打ちの状況にある｡また,観測対象建物,設置状況等の紹介,地震記

録の公開などに関しては,地盤での強宸観測事例に比べ,あまり進んでいないのが

現状である55`56)｡この原因として,建物が個々に異なること,観測の主体が民間

でありオーナーの考え方により強震計の設置やデータ公開が左右されることなど

か挙げられ心57)｡しかしなが6,カリフオルニアでは耐震設計基準を改善するた

めの基礁データ収集を行うことを目的にCSMIPが設立され･,同時に強震観測のた

めの課金制度が法制化されている5り｡日本においても地震工学･耐震工学の発展

には,強宸観測記録の共有化は不可欠である59)ことから,建物を対象とした強震

観測事例と観測記録のDB化,及びデータの共有化を図る意義は大きい｡

　ニのような背景から本節では,建物の強震観測記録の共有化を図るために,名古

屋大学東山キヤンパス内で行われている複数の建物の強震観測事例6°)･61)や常時微

勤計測記録2804).“)}のDB化を行い,これらを一元化してweb公開するシステム

を開発した｡同様の試みを民間の建物を対象として行う場合には,どの程度のレベ

ルの強震観測体制を構築するか,どの程度のデータを最低限公開する必要があるか

等を検討する必要があることから,本節ではこれらの検討を行う際の判断材料とな

りうるよう,出来る限りのデータをDB化し,公開を試みている｡また,今回構

築したwebページは,希望者にはソース提供も行っている｡これにより今後,他

の公的機関や民間の観測機関においても,建物の強震観測事例や観測記録のDB化

とデータ公開が促進されることが期待される｡本節で作成したwebサイトは以下

のURLよりアクセス可能である｡h　://sharaku.nuac.na　oa-u.ac.'/~smsr/hj　hi/

　なお,L記のサイトのサーバはハードウエアにFujitsu製GP400SmodeH　0,　0Sは

Solaris2.6,webサーバソフトにApacheを用いたが,固有の機能は使用していない｡

他の機器やソフトを用いても同様のwebサイトが運用可能である｡作成したweb

ページは一般的なブラウザソフトで閲覧可能である｡ただし,一部の補助的な機能

はJavaSeriptで実装しているため,Java　Script　が実行できるブラウザソフトを推奨

している｡
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2､3午'プトリ｣より‥.……j･'･､･--くflで1･　web　川SFI

2.3.2　webサイトの概要

　建物の強震観瀞｣記録を利用する際には,地震記録そ山ものだけではなく,瞳物の

諸元や地盤データ等の設計時に使用されるデータと,センサー配置や観測隨器等の

強震観測に関わる一連のデータが必要となる｡二れら･ノ)データをwebで公開する

ためには,様々なデータをカテゴリごとに分類しユーザが得たい情報を容易にア

クセスできるシステムを構築する必要がある｡同時に､管理者サイドが更新等を容

易に行えるよう,更新の必要がほとんどない静的なデータと,更新を頻繁に行う必

要のある動的なデータを分離しておかなければならない｡そこで今回構築したweb

サイトでは,建物の強震観測に関わるデータを図2.21に示すように,静的なデー

タである｢建物データ｣｢地盤データ｣｢観測機器｣と勤的なデータである｢地震記

録｣の4つのカテゴリに分類した｡これらのカテゴリにwebページの概要を含む

　｢ホーム｣と,webページを構築する際に参考にした|参考文献｣,データの利用

規則や使用方法を含む｢データ利用｣を加えて,webサイトのメニューとして活用

している(図2.22)｡これによって必要な情報を容易に閲覧,またはダウンロード

することが可能なようになっている｡以下,前述の4つのカテゴリに含まれるデー

タを詳細に紹介する｡

建物データ

　建物データには,図2.21に示すよう

に｢マップ｣｢建物リスト｣｢詳細デー

タ｣｢写真集｣の4つのカテゴリが含ま

れており,これらはwebでは図2.22に

示すようにサブメニューとしている｡

　｢マッブ｣では,東山キヤンパス内の

建物配置と強震観測点が―覧できるよ

うになっている｡また,建物の概観を

容易に捉えるために,各建物のイラス

トにマウスを当てると写真が現れる口

-ルオーバー効果を施した｡多点強震

観測建物は,後述する｢詳細データ｣

ヘリンクされている｡

Jμノキfン/り　　　　　　　　　←゛-''`'
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心2φ　仲物尿柏不測の粉たな万法とテータ公開

　　1注物リスドでは,強宸観出||を行っている建物の強震観泗｣点数,常時微動記録

の有無,その他の情佃の有無を一覧するためのリストが示されており,ニのリスト

から払各建物の詳細データヘアクセスできるようにリンクが張られている｡

　　1詳細データ｣には,各建物に含まれる様々な情報をカテゴリ別に閲覧できるよ

う,図2.2】に弔す|建物概要｣｢構造概要｣｢ポーリングデータ｣r図面｣｢常時微

動記録｣|弛宸観測概要jに分類をした｡
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図2.23　建物の詳細データ

　　　　叫物概要と構造概刻

図2.25　建物の詳細データ(図面)
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数

　　　　　　　　　　　　2j午万昧軋,1肘･.こご-･y,･く--ベf1',､|･web公開

瞳物吸要川こは,竣工年､位置情報(緯壇>経度),建築面M,延床面積,階

高さ,軒高､用途が含まれ,｢構造概要｣には,構造哺別,骨組形式,菰礎種

別(支持層､基礎形式),スハン,柱･梁サイズ,伏図なとが含まれる｡｢建物概要｣

と　|嘴造概要｣は図2.23に示十ように一つのページにまとめ,写真とともに見る

ことで,その建物の諸元が容易に把握できるようにした,､｢ボーリングデータ]に

は図2.2口こ示すように,訓査地点,柱状図,N値,推定S波速度､推定単位体積

重量が含まれる｡これらのデータは図2.24のように図叱して示すことにより,概

観が捉えられるようにした｡PS検層を行っている地点については,図中にデータ

を追記してある｡ボーリング調査は建物建設時に行われたものがほとんどであり,

建物周辺に調査地点が複数ある場合が多い｡これらのデータは図2.24に示すよう

にクリッカブルマップから閲覧可能である｡｢図面｣には図2.25に示すように､構

造図面一式(杭伏図,基礎伏図,梁伏図,軸組図,部材リスト)が含まれている,､

本webサイトでは,ユーザが構造解析モデルを構築できるよう.部材リストも示

すニととした｡｢常時微動記録｣には図6に示すように,常時徴勤計測から得られ

た伝達関数などが示してあり,建物の振勤特性が把握できるようになっているけ強

震観測概要目こは図2.27に示すように,観測地点

数,センサー配置,使用機器,収録設定が記述し

てある｡使用機器については,r観測機器jのカテ

ゴリで機器の詳細なスペックを示した｡収録設定

には,地震記録を用いる際に重要となる,時刻校

正､サンブリング振動数,トリガレベル等の情報

が記述してある｡

地盤データ

　　F地盤データ｣には,図2.21に示すように｢地

形概要｣｢標高&切盛｣｢ボーリングデータ｣のカ

テゴリが含まれ,｢建物データ｣の場合と同様に図

2.28に示すようにサブメニューを構成している｡

　　｢地形概要｣では,名古屋大学東山キヤンパス

周辺の地盤条件の概要を把握できるよう,東山キ

ヤンパス及び名古屋市域の地形概要,地質概要,

地形形成過程が示してある｡

　　｢標高&切盛｣には,図2.28に示すように東山

キヤンパスの1936年と1991年の標高,及びその

差から求められる切盛マップ62)が示してある｡こ

れにより,キヤンパス開発に伴って地形改変が大

規模に行われた様子が分かる｡これらの図は,地
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図2.28　地盤データ
　　　　(標高&切盛)
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形改変に伴う局所的な地盤の不整形性が地盤震動¬7iT5
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判2　.1j　呻物貼虻州|トリi/づ川丿汁データ公閣

に及ぼす影蓄を検肘才る際の清報として意義を持っている,,

　　|ボー-リングデータ∩ニは,図2.29に示すようにボーリング調査地点が記され

ており,調在地点をクリックすると図2.24に示したボーリングデータの図のみが

現れるクリッカブルマップになっている｡

地震記録

　　｢地宸記録｣には,図2.2目二示すように｢データ収録状況｣｢波形｣｢震度マッ

ソ｣とレダウンロード｣のカテゴリが含まれる｡

　　lデータ収録状況ドCは,1996年度より行われている強震観測のデータ収録状

況を一目で把握するために,図2.30のようにイベント発生目,震源時,震央地名,

緯度,経度,深さ,規模,宸度､情報源,地点名と記録の有無をDB化した｡また,

発生目の日付をクリックすると,図2.31に示す東海地区での震度マップが現れる

よぅにすることで,宸源方向や地震規模を容易に把握できるようにした｡

　　｢波形Iでは,全ての強宸観測建物の名称が示してあり,それをクリックすると,

図2.32のように選択した建物で得られている全ての成分の加速度波形が表示され

る,,加速度波形は日付毎に左からEW,NS,UD成分の順に示してある｡多点観測

地点の場合は,噛物では上から最上階,

H佐地盤の順に表示し,地盤では上

から地表,地中のように示してある｡

表示される波形の大きさは+分とは

い戈ないが,振幅レベル,包絡形,建

物あるいは地盤での増幅の様子,ノイ

ズの有無などの概略が一見して捉え

られるようになっている｡

　　｢グウンロード｣では,デジタルデ

ータのダウンロードが行えるように

している｡ダウンロード方法やデータ

フオーマットの詳細は後述する｡

観測機器

　　｢観測機器｣に

は,図2.21に示す

ように強震観測

機器,常時微動計

讃I｣機器のカテゴ

リが含まれる｡強

震観測機器では.
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田は後述する｡　　　　　図2.31　地震記録(震度分布)
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　　　　　　　　　　　　　　　　　2.3午11詞牝�録巾デー々ベー州汗Web川則

円に設置されている強震計(SMAC,Ema､K2)ぴ)フイルシ特性や分解能なビのス

ベヽソクと特徴が記述してある｡常時微勣計測機器も同咲に,機器のスベツク､特徴

が記述してある｡

2.3.3　地震記録のダウンロード方法

　地震記録をダウンロードするためには,ユーザ9録を行う必要がある,,ユー1が9

録制とした理由は,以下に示す注意事項に同意したhでデータを利用してもらうた

めである｡

　①　web内に含まれるデータの著作権は名古屋大学に帰属すること｡

　②　提供される情報･データ及びその使用により生ずる一切の責任はユーザが

　　　負うものとすること｡

なお,ユーザ登録は,｢データ利用｣メニューの｢ユーザ努録Jサブメニューから

行うことが出来る｡ユーザ襲録を終えた後の操作は,

　①　｢地震記録｣メニューの｢ダウンロード1サブメニューをクリックすろと

　　　ユーザ名とパスワード入力画面が表示される｡

②

③

ユーザ名とパスワードを入力すると,図2.33に示す建物の選択画面になる｡

ダウンロードを行いたい建物をクリ

ックすると,図2.34に示す各建物の

地震記録の一覧から,ダウンロード

できる画面が現れる｡

　④　ダウンロードを行いたいデータ(図　　　　　･'7""';:こ
　　　2.34の○印,又は▲印)をクリック　　　　　　エ学畷寛料●1号鐙

　　　するとダウンロードが行われる｡　　　　　　,,｡｡.,な1糾剛1る』rぴ1;1奮●哨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･゛.'jf　ylill　l,･4爾ly･

　ダウンロードされるデータフオーマット　　　,41iiiii｡''･　-　　　　■

の詳細は後述する｡図2.34のDBに記され　図2.33　地震記録

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(ダウンロードの建物選択)
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図2.33　地震記録

　　　(ダウンロードの建物選択)
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砧2φ　汗物振但実測の新たな力法七テー一タ公開

ている▲即は,コメント欄に記述されているように,ノイスが含まれているなどの

ため,収り扱いに注意が必要なテータであることを意味する､図2.34のメニュー

バー･石ドにあろ〈波形表示>をクリックすると,図2.32に示した加速度波形が新

レ,ヽウィンドウで表示される,また,図2.34の日付をクリックすると,図2.31に

小しだ宸度マyフも新しいウィンドウに現れる｡したがって,ユーザは地震記録

DB,加速度波形,震源マッフの3つのウィンドウを見ながら,選択的に地震記録

のダウンロードを行うことができる｡

　ダウンロードを行えるデータは,データの信頼性を十分確認したものとした｡今

後,他の建物でも同様の確認をした上で,公開を順次進めていく予定である｡また,

地盤観測点の記録については,地盤の不整形性を詳細に検討が出来るよう,浅層地

盤のデータを整理した後,順次公開を行う予定である｡

2.3.4　公開データのデータフオーマット

　本システムよりダウンロードされる地震記録のフアイル名は,図2.35に示すよ

うに観測点コード,年月日,時分

秒,地点コード,拡張子の順に並

んでいる,,なお,時分秒はトリガ

タイムである｡トリガレベル,ブ

レトリガ,ボストトリガ.サンプ

リング振動数など強震計の設定

条件は,2.3.2節で述べたように,

　｢建物データ]メニューの[詳細

データ｣サゾメニューの｢強震観

測概要｣に記してある｡データフ

オーマットは,今回ユーザとして

対象としている研究者や実務設

計者が一般的な表計算ソフトで

容易に扱えるようテキスト形式

とし,表2.3に示すようにタブ区

切りで左から､時間(sec),EW,

NS.UD成分の数値データが順に

並んでいる形式とした｡表2.3で

は説明のためヘッダがつけてあ

るが,ダウンロードされるフアイ

ルには数値データのみが納めら

れている､

　ファイルはZIP形式で圧縮し

てあるが､展開は各種フリーウェ

9が9!9S7.181506･胞;.zip
　　　　　__
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図2.35　地震記録のファイル名称

　　　　　　　　検出器方位　検出器方位

図2.36　強震計の設置方位

表2.3　ダウンロードした地震記録の

　　　ファイルフオーマット
Tile(sec)　EW　　　NS　　　UD
　　O　-0.073185　0.750233　1.002294
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　23　強震観測記録のデータベース化とweb公開

ア,シェアウェアをインストールすれば可能である｡ダウンロードしたデータを扱

う上で注意する必要があることを以下に記述する｡

　①　公開した地震記録は,強震計固有のデータフオーマットからアスキー型に

　　　変換し,ゼロ線補正のみを行ったものである｡

　②地盤の強震計設殼方位と,建物の強震肝設置方位ぱ異なる｡地盤の強震計設

　　　置方位は真北を基準としているが,名古屋大学東山キヤンパスの建物群は図

　　　2.36に示すように,真北に対して25.5度時計回引こ回転した方位を基準とし

　　　ている｡したがって,地盤と建物の記録を同時に使用する際にはどちらかの

　　　方位補正をする必要がある｡

　本節では,名古屋大学東山キヤンパスに既存の建物強震観測事例と観測記録を対

象として,DBイヒとweb公開システムの構築を行った｡今後,同様のシステムを地

域全体の建物に広げることで,強震時にリアルタイムで披害情報を収集し,震後の

災害支援システムに拡張できると考えられる｡近い将来に東海,東南海,南海地震

が発生するであろうと予測されている東海地区において,本節で構築したシステム

は大きな意味を持つと考えられる｡しかし,これらを実現させるためには,民間デ

ータの共有化が欠かせないため,本節では,民間からのデータ公開を少しでも促せ

るよう,できる限りのデータ公開を試みた｡また,今回構築したシステムを希望者

にはソースも提供することで,本節と同様の強震観測記録のDBイヒと公開が行われ,

データの共有化が進むことが期待される｡
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第2章　建物振勣実測の新たな方法とデータ公開

2.4　まとめ

　本章では,建物振動実測の現状と諜題を整理し,一般的な中低屑建物の実測記録

が質･量とも不足していることを把握した｡この状況を従来の建物振動実測方法を

用いて打開するには,膨大な資金と時間が必要となるが,本章では新たな建物振動

実測の方法として,中低層建物の振動性状に及ぽす各種要因の影響を抽出すること

を目的に,戦略的強震観測･常時微動計測プログラムを作成,実施した｡強震肝な

どハードウエア,資金,時間の不足を補うために,建設中建物や増築前後の建物,

地盤･基礎･上部構造の違いに着目をするソフト面で工夫することで,1棟の建物

から複数の有益なデータを得ることが可能なことを示した｡また,得られた実測記

録を有効に活用するために,地盤データ･回面等の建物資料と合わせてデータベー

ス化し,インターネットで公開するシステムを構築することにより,効率的なデー

タ箭積の方法論を提示すると典に,実測記録の共有化を行った｡
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第3章　建物の振動佳状に及ぼす各種要因の公析

3.1　はじめに

3.1　はじめに

　中低層建物の振動性状は,建物と地盤との動的相互作用,平面形状の不整形性,

2次部材など様々な影饗を受けているため,大変複雑な楊合が多い｡都市域では建

物が隣接している場合が多《,隣接する建物同士が地盤を介して相互に影響を及ぼ

し合い,振勣性状をさらに複雑にしている｡これらの要素はいずれも解析モデルに

よる検討が困難であるため,耐震設計の基礎資料作りやシミュレーション解析を適

切に行うためには,様々な影響因子に着目した詳紬な実測記録の分析が必要である｡

　そこで本章では,2章で述べた戦略的強震観測･常時微勣計測で得た実測記録を

用いて,建物の振動性状に及ぽす各種要因を抽mし,系統的に分析を行う｡具体的

には,3.2節では,建設段階毎の常時微動肝測･強震観測記録を用いて,固有振動

数･減衰定数･モード形状の階数依存性に着目し,慣性の相互作用の特性を分析す

る｡次に,建設段階毎の有効入力動に着目して,入力の相互作用の特性を分析する｡

3.3節では,既存建物を囲むようにして隣接建物が建設される際に行った常時微勣

計測･強震観測記録を用いて,隣接建物間相互作用を分析する｡　3.4節では,ほぼ

同規模で構造種別･構造形式の異なる10階建て建物を対象として,実測記録の分

析を行うと共に,解析値との比較分析を行うことにより,2次部材の剛性の影響を

分析する｡

-31



.ニツ癩鸚し｡

第3章　建物の振勣性状に及ぼす各種要因の分析

3.2　相互作用効果の階数依存性

　階数増加に伴う相互作用効果の変化を検討するために,2.2.2節~2.2.3節で述ベ

た鐘設段階毎の常時微動計測と,鐘設中建物の強震観測で得た記録を用いて,固有

振勣数･モード形状･減衰定数･有効入力動の階数依存性を分析する｡対象建物は,

ほぽ同規模で構造種別･構造形式,基礎形式の異なる3棟の建物(S造10階建物,

SRC造10階建物,PCaPC造7階建物)である｡

3,2.1　固有振動数の階数依存性

　地盤･建物1階中央･1階端部(2点)･頂部の5点で収録された記録を用いて,

統計的処理に基づいて伝達関数(HV推定法64))を算出し,固有振動数の階数依存

性を分析する｡但し,建物頂部とは,床スラブのコンクリートを打設し剛床と仮定

できる最上階を意味している｡伝達関数推定は,建設段階毎に行った常時微動計測

で得た1,800秒間の記録を20.48秒(PCaPC造建物では40.96秒)のデータサンプ

ルに区切り,各サンプルの両側に2秒間のコサイン型テーパー施して出来た87サ

ンブル(PCaPC造迪物では43サンプル)を用いて,アンサンブル平均によりバワ

ーズペク糾シ古ク,ゴヌヌペクみルを衰め,ごれらよナ引紬遣萄徽そ痩右している｡ザ

ンプル数が+分多いため,ウィンドウによるスペクトルの平滑化は行っていない｡

　図3.1~図3.6にS造建物とSRC造建物が|,2,4,6,8,10階建て,竣工時,

PCaPC造建物が1,　2,　4,　5,　7階建て時の,地盤一建物連成系(1呻/GL),スウエ

イのみ囚定した基礎固定系(lbp/IF),スウェイとロッキングを固定した基礎固定

系(16p/(IF+HO))65)の伝達関数を示す｡ここに,Hは逆三角形型の1次モードか

ら求めた等価高さ66)で,基礎の転倒モーメントを等価にして求めている｡oは1階

床でのロッキング角である｡但し,SRC造建物は竣工時のデータが欠損していた

ため,伝達関数推定を行えなかった｡　PCaPC造建物では6階建て時に常時微動計

測を行っていないため,5階建て時にコンクリートの打設されていない7階PC床

版上で得た記録を示す｡また,竣工後の計測は行っていない｡

　S造建物の竣工時のコヒーレンス(図3.3(a7),図3.6(a7))は,他の計測ケース

に比べ非常に乱れている｡これは計測時に強風が吹いていたため,風による上部入

力が大きかったことが原因と考えられる｡竣工半年後に専計測を行い,得られた伝

達関数の振幅値と位相遅れを比較したところ,竣工直後の結果とほぽ同様の傾向を

示していたため,ここでは竣工直後の記録を用いて分析を行う｡
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　図3.1~図3.6を吃ると,S造建物の】､2､4階津て時の1次固有振動数は明瞭に

は現れていない.ニれは図2.4に示したように　スラゾ打設に先だって組みlnげら

れた鉄骨フレーム部分が影響しているちのと考えられる,､本論では建物と地盤との

動的相互作用の影響を検討するために､スラゾ打設㈲以-ドの固有振動数を特定する

ことが重要である｡

　そニて,S造建物の各建設段階において,基礎固定系の3次元立体フレームモデ

ルを作成して固有値解析を行った｡解析は,喰物全体のモデル(全体モデル),ス

ラブ打設部より七の鉄骨フレーム部分(以ド,上部モデル),スラブ打設鮪以下の

部分(以下,下部モデル)の3モデルで行Qた｡解析モデルは,柱と大梁を線材

で置換したフレームモデルで,瞳物重量は鉄骨重量とスラブ重量のみを考慮した｡

図3.7に固有値解析より得られた1次固有振動数の変化を示す｡上部モデル(図3.7

の□印)は,4階建て時に若干低振動数化した後,建設段階が進むたびに高振動数

化している｡これは2階建て時の鉄骨フレームのさらに上部に鉄骨が組みトげられ

ると同時に,スラブ打設が行われたことで若干低振動数化した後,スラブ打設の進

行により上部モデルの高さが低<なるため高振動数化していると考えられる,､下部

モデル(図3.7の〇印)は,建設段階の進展と共に高さが高くなるため低振動数化

している｡全体モデル(図3.7の●)は,2階建て時は上部モデルの固有振動数に

近いが,建設段階の進展と共に下部モデルの固有振動数に近づいていき,8階建て

時にはほぼ一致する｡
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　図3.7の結果を参考に図3.1~図3.6を見ると,S造建物のスラブ打設部以下の部

分に起因する固有振動成分は,1階建て時は10Hz付近,2階建て時は桁行方向で

5.9Hz付近,張間方向で5.5Hz付近,4階建て時は桁行方向で3.8H1付近,張間方

向で3.5Hz付近と考えられ,図3.1,図3.4に▽印で示す｡6階建て時以降は明瞭

なピークが認められ,ピークの振動数は解析結果と良い対応を示していることから,

最も低振勣数イ則に現れたピークがスラブ打設部以下の固有振動成分に対応してい

ると考えられる｡

　以上の考察を踏まえて,図3.1~図3.6を縦に見て建物階数による変化に着目す

る｡S造建物は,階数の増加と共に1次固有振動数がIHz付近まで低下し,ピーク

が高《鋭《なっている｡また,10階建て時には,ピークが5次振勣数までほぽ等

間隔に明瞭に現れている｡　PCaPC造建物は,1階建て時で桁行方向の6Hz付近と

14Hz付近,張間方向の5H戈付近と14Hz付近にピークが認められるが,これは床

スラブを打設していない上部のPC部材の影響が強《出ていると考えられ,床スラ

ブ打設部以下の固有振動成分を特定することはできない｡2階建て時以降は,5Hz

以下に明瞭なi次ピークが認められ,階数の増加と共にピークが低振動数化し,ピ

ーク高さも高《なっている｡7~10Hzに見られるピークは,床スラブ打設部より上

のPC部材によるものと考えられ,建設段階毎に形状が複雑に変化している｡これ

らのピークを適切に考慮するためには,PC部材を考盧すると共に,PC鋼線やPC

鋼棒への張力灘入などを適切に考慮した数値解析が必要と考えられる｡　SRC造建

物は,4諧建て時以前は振幅に明瞭なピークは認められないが,Tk)p/GLの位相に

は差が認められる｡また,2階建て時の張間方向,4階建て時の両方向の位相には

明瞭な差が認められる｡6階建て時以降は振幅値にもピークが現れ,階数の増加に

伴って固有振勣数が2Hz付近まで低下すると共に,ピークが鋭くなっている｡し

かし,S造建物ほどピークは高《鋭くなっていない｡

　次に図3.1`図3.6のS造建物,PCaPC造建物,SRC造建物それぞれのITbp/GL,

lop/IF,lop/(IF+HO)を比較して,相互作用による固有振動数の差に着目する｡S造

建物は,3つの伝達関数の1次固有振動数に差がほとんど認められないため,相互

作用の影響は少ないと考えられる｡高次モードでも固有振動数に差は認められない

が,振幅値の差は大きくなっている.PCaPC造建物では,2階建て時はTbp/GLと

lop/IFの固有振動数の差が大き《,階数の増加と典にその差は減少している｡

7ITI)p/IFとlbp/(IF+HTO)は,固有振動数に差はほとんど認められない｡　SRC造建物

は,6階建て時にbp/GLと7【l)p/IFの固有振動数の差が大きい｡階数の増加ととも

にその差は減少するものの,10階建て時においてもlbp/GL,1卯/IF,Top/(IF+HO)

の固有振動数に差が認められる｡

　以上より,相互作用が固有振動数に及ぽす影響は,低層時で大き《,階数の増加

に伴って減少することが分かった｡また,S造建物よりPC巍PC造建物,PCaPC造

建物よりSRC造建物の方が相互作用効果の強いことも分かった｡
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3.2.2　モード形状･減衰の階数依存性

　階数変イヒが建物の振勣モード形状に与える影響を検討するために,スウエイ率･

ロッキング率･弾性変形率の椎移に着目するづ分析にあたり,スウェイ成分は地勣

も含む1階の水平成分とし,ロツキング成分は1階床でのロッキング角x建物高さ

　(ロッキング動に起因する建物頂部での水平成分)とした｡

　図3.8,図3.9にスウェイ率･ロッキング率･弾性変形率を振拍数削こ累積で示

す､､ニれらは屋上における時刻歴変位を,スウェイ成分とロッキング成分,及び建

物の弾性変形成分に分離した後,屋上でのフーリエスペクトル振幅に対する各成分

の比から求めている｡したがって,各成分に位相差のある場合ば累世既知が100%

を超えることもある｡以下,図3.8,図3.9の▼印で示した地盤一建物連成系での1

次固有振動数でのモード形状に着目して考察する｡なお,地盤一建物連成系の1

次固有振勤数は,伝達関数(HV推定法)に基づいて求めている､

　図3.8,図3.9のS造建物を見ると,6階建て時でも▼印の弾性変形率が9割以上

を占めている｡階数の増加に伴って1次固有振動数は低下するが,モード形状の変

化はほとんど認められない｡これに対しSRC造建物は,10階建て時でも▼印の弾

性変形率が8割程度に留まっており,S造建物に比べ地盤変形に伴うスウェイ率･
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li,ソキング率が高く,相互作用効果の大きいことが分かる-　また,PCaPC造建物

は,S造建物とSRC造建物の中間的なモード形状になっているニとが分かる｡こ

れらの原囚として,3棟の建物の嘴造形式(S造ラーメン,PCaPC造(耐震壁付き)

ラーメン,SRC造耐震壁付きラーメン),重量に伴う慣性力(S造建物:5､400ton,

PCaPC造瞳物:7,600ton,SRC造建物:14､000ton),杭種別(場所打ち杭とPHC杭),

基礎底面深さ(S造建物:GL-7.3m,PCaPC造建物:GL-4.0m,GL-7.2m,SRC造建

物:GL-2.5m)の相違などが考えられる｡S造建物は上郎構造がS造ラーメンであ

り,場所打ち杭であるため杭の軸剛性と曲げ剛性が高い.L,基礎底面深さも深いた

め,L部構造物の弾性変形が相対的に大きくなると考えられる｡それに対しSRC

造瞳物は,S造建物に比べ上郎構造の剛性が大きく,PHC杭で基礎底面深さも浅い

ため,動的相互作用の影響が多く出ていると考えられる｡PCaPC造建物は,桁行

方向がラーメン構造,張間方向が耐震壁付きラーメン構造で,基礎底面深さもS

造建物とSRC造建物の中間的な深さであることなどから,S造建物とSRC造建物

び)中間的な振動性状を示していると考えられる｡

　以トより,スウェイ率･ロッキング率･弾性変形率は,上部構造と基礎構造の剛

性バランスに影響を受けていると考えられる｡
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,2　相列乍用効果の階数依存性

　階数変化が地盤一建物連成系の減衰定数に与える影饗を検討する｡減衰定数は,

建設段階毎の常時微勣記録を用いて,以下の3つの方法で推定を行った｡

①建物頂部の記録にRD法67)を適用して生成させた自由振動波彩に,対数減衰率

　　を用いて減衰定数を推定する｡

②伝途関数(Top/GL)の振幅に,I/√2法68)を用いて減衰定数を推定する｡

③伝達関数(bp/GL)の振幅に対して,|白由度系の理論伝達関数を非線彩鏝小

　　2乗法により力ーブフィットさせ,減衰定数を推定する｡

　表3.1~表3.3に3棟の地盤一建物連成系の減衰定数の推移を示す｡　但し,減衰

定数の推定は,3棟ともi次固有振動数が明瞭となった5諧建て以降を対象とした｡

力ーブフィット法の欄の(-)は,力ーブフィット法から得られる値が収束しない

ため,減衰定数が推定できなかったことを表す｡　RD法の欄の(-)は,RD法で生

成させた自由振動波形にうなりが生じていたため,減衰定数が推定できなかったこ

とを表す｡1/√2法の欄の(,)は,伝達関数のピークが不明瞭であったため,減衰

定数の推定ができなかったことを表す｡

　表3.1~表3.3に示した結果は,推定方法によってばらつきが認められるものの,

S造建物は1%以下の減衰しか有していないことが分かる｡S造鐘物の竣工(強風)

は,計測時に強風が吹いていたため,振幅値が他の計測時と真なること,伝道関数

に乱れが生じていたことなどが影饗していると考えられる｡その後,再計測を行い,

同様の方法で減衰定数を推定した所,10階建て時とほぼ同等の推定値を得ている｡

　SRC造建物は,RD法と1/√2法の推定値は力ーブフィット法に比べ大きめの値

を示しているが,階数が増加するほど減衰定数が低下する傾向が現れており,10

階建て時は2~3%程度の減衰定数を有している｡

　　　　　　　　表3.1　S造建物の建設段階毎の減衰定数(%)

　　　　　　(a)･　桁行方向　　　　　　　　　　　(b)張開方向

　　　　　　RD法1./√2法カーブフイット法　　　　　　　　　RD法l/　2法カーブフイット法
6階建て　　　o｡7　　0j　　　　　-　　　　　　　6階建て　　　O｡7　　0.5　　　　　-

8階建て　　　o｡6　　0.6　　　　　,　　　　　　　8階建て　　　o｡6　　0.6　　　　　-
10階建て　　o｡3　　0.7　　　　　.

竣工(強風)　0.9　　L4　　　　　.
竣工半年後　o｡4　　0.7　　　　　.

10階建て　　o｡3　　0ジ7　　　　　.

竣工(強風)　0.9　　1.4　　　　　.
竣工=,半年後　o｡4　　0,7　　　　　,,

表3.2　PCaPC造建物の建設段階毎の減衰定数(%)

　　　　　　　　　　㈲　桁行方向

　　　　　　　　　　　　　　　㎜　　　㎜〃　%　　　　　　　RD法|/　2法力ーブフィット法
5階建て※　　5.6　　6.1　　　　　3.2

7階建て　　　5.0　　5.7　　　　　3.8

(b)張開方向

　　　　　　RD法I/　2法カーブフイット法
5階建て※　　6j　　2j　　　　　L8
7階建て　　　3j　　l｡7　　　　　1.5

表33　SRC造建物の建設段階毎の減衰定数(%)

　　　　　　　㈲　桁行方向　　　　　　　　　　　(b)張､間方向
　　　　　RD法|/　2法力ーブフィット法　　　　　　　　RD法】/　2法力ープフィ久ト法
6譜建て　　　-　　6j　　　　　　-　　　　　　6階建て　　　,　　　-　　　　　　-

8隋煙て　　　6.1　　5.7　　　　6.1

10階建て　　5.3　　3.3　　　　3.3
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第3章　建物の振動性状に及ぽす各種要因の分析

　PCaPC造建物は,7階建て時の力ーブフィット法のみが5階建て時よりも大きな

減衰定数とっているが,SRC造建物と同様に,階数が増加すると減衰定数が低下

ずる傾向が認められる｡

　3棟の建物を比較すると,減衰定数はS造建物<PCaPC造建物<SRC造建物とな

っている｡この原因として,図3.1,図3.4に示したTbp/IF,Top/(IF+HO)の伝途関

数の振幅値が,S造建物は他の2棟の建物より明らかに高いことより,上部構造物

の構造減衰が小さいと考えられる｡また,図3.8,,図3.9に示したスウェイ率･口

ッキング率･弾性変形率は,S造建物では弾性変形率が9割以上を占めているため,

建物のみの減衰しか見込めないと考えられる｡これに対し,PCaPC造建物とSRC

造建物では,スウエイ率とロッキング率の合計が2~3害り程度あるため,相互作用

による地下逸散減衰が見込めると考えられる｡　P･CajPC造建物はラーメン構造に近

い平面形伏をしているため,S造建物とSRC造建物の中間的な振動性状を示して

いると考えられる｡
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32　有効人力勣の階数依存性

3.2.3　有効入力動の階数依存性

　上部構造物が変化する状況下での有効人力勣の変化を検討する｡本論では有効入

力動の検討に,地盤に対する建物1階中央のフーリエスペクトル比(IF/GL)を用

いる｡基礎は剛であると仮定しているため,IF/GLのフーリエスペクトル比は,地

盤振動が建物基礎に人力する時にどの程度振幅が低減されるかを意味する｡建設段

階毎に有効入力勣の分析を行うことで,上部構造物が有効人力勣に与える影響を検

討する｡図3.12,図3.13に対象建物が1,2,4,6,,8,10階建て,竣工時に得た

常時微動記録の地盤に対する建物I階中央の平均フーリエスペクトル比(IF/GL)

を示す｡図示したIF/GLの平均フーリエスペクトル比は,各途設段階で収録され

た常時微動記録を20.48秒間(PCaPC造建物では40.96秒)のデータサンプルに区

切り,各データサンプルの丙側に2秒間のコサイン型テーパーを施してできた87

サンプル(PCaPC造建物では43サンプル)のフーリエスペクトル比を求めた後,

アンサンブル平均して求めた｡サンプル数が+分多いため,ウィンドウによるスペ

クトル比の平滑化は行っていない｡

　図3.12,図3.13より有効入力動の全体としての傾向は,3棟とも高振勣数になる

程減少しており,階数増加に伴う変化は認められない｡これは3棟の建物がほぽ同

様の地盤条件･基礎面積であるためと考えられる｡桁行方向(図3.12)と張間方向

　(図3.13)を比較すると,桁行方向の有効入力動の方が減少度合いが大きくなって

いる｡これは桁行方向の基礎幅が,張間方向の基礎幅より犬きいことに起因してい

ると考えられる｡

　各階数段階における有効入力動を詳し《見ると,▽印付近で上部構造物の彩響を

受けていることが見受けられる｡この▽印は図3.1,図3.4に示した地盤一建物遮

成系(Top/GL)の固有振動数に対応している｡上部構造物の影響は,階数の増加

に伴って顕著に現れており,S造建物はシヤープなピークを生じ,PCaPC造建物と

SRC造建物は幅広なピークを生じている｡　PCaPC造建物とSRC造建物では,1次

固有振動数よりやや高振動数側での谷が大き《,2次固有振動数付近にも明瞭な谷

が認められる｡この差の原因として,上部構造物の重量差(S造建物:5,400　ton,

PCaPC造建物:7,600ton,SRC造建物:14,000　ton)に起因する慣性力の差が考えら

れる｡
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第3章　建物の振勣性状に及ぽす各種要因の分析

3.2.4　強震観測記録に基づ<相互作用効果の階数依存性

　地震時は実体波が下方より建物に人射し,常時微動は表面波の影響が強いと考え

られ,両者の建物への振動入力機構は異なっていると思われる｡常時微動記録に基

づく建物振勣性状の分析の有効性を確認するためには,地震記録と常時微動記録と

を比較する必要がある｡そこで,S造建物,PCaPC造建物の上部構造物の建設期間

中に継続して行った強震観測で得られた記録と,建設段階毎の常時微動記録を比較

する｡

　S造建物の上部構造物の建設期間中は,地下階と建物頂部に可搬型の強震計を仮

設し強震観測を行なった｡(図2.12(a))｡階数変化が建物振動性状に及ぽす影響を

検討できるように,建物頂部の強震計は床スラブが2フロア打設される毎に上階に

移設して観測を行った｡約4ケ月間の観測期間中に,4階建て時に鳥取県西部地震

　(2000.10.6,Mj7,3,震源深さ11km,震央距離330km),8階建て時に三重県中部

の地震(2000.10.31,Mj5.5,震源深さ44km,震央距離110km),10階建て時に兵

庫県北部の地震(2001.1.12,Mj5.4,)の記録が得られている｡

　各地震記録の加速度波形と加速度フーリエスペクトルを図3.14に示す｡但し,

地盤の地震記録は,建物から約50m離れた地喪観測点の記録を用いている｡図3.14

を見ると,4階建て時は迪物頃部と地下部ではぼ同様の勣きを示しているが,階数

が増加すると,建物の共振成分が大き《,長時間に渡って励起されていることが分

かる｡階数増加による変化を振動数領域で検討するために,図3.15に各地震記録

の伝達関数(lop/BF,　T卯/(BF十HO))を示す｡図3.15は地震記録と常時微動記録を

比較するために,常時微動記録のITbp/IFも重ね描いている｡地震記録と常時微動

記録は全体的に良《対応している｡しかし,8階建て時の3.8Hz付近(図3.15(b)

左の○印)には,常時微勣記録に現れているピークが地震記録には現れていない｡

これは,図3,14(b)の加速度フーリエスペクトルに○印の振動数成分が少ないため,

建物頂部で応答が現れなかったと考えられる｡地震記録は,常時微動記録に比ベピ

ーク振動数が低《なっており,振幅依存性が認められる｡この現象は階数が増加す

るほど顕著に現れている｡

　地震記録と常時微動記録の有効入力動を比較するために,図3.16にフーリエス

ペクトル比(IF/GL)を示す｡高振動数になるほど有効入力動が減少する傾向は,

地震記録と常時微動記録で良《対応しており,階数による変化も認められない｡
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第3章　建物の振動性状に及ぽす各種要因の分析

　PCaPC造建物の上部構造物の建設期間中は,建物頂部に可徽型の強震計を,地

表･地中Gし40m　･　杭中(4点)･地下階に捨薇型の強宸計を仮設して強震観測を行

なった｡(図2.12(b))｡階数変化が建物振動性状に及ぽす影響を検討できるように,

建物頂部の強震計は,PC床版にコンクリートが打設される毎に上階に移設して観

測を行った｡約3ケ月間の観測期間中に,5つの地震記録が得られている｡ここで

は,階数による変化が明瞭に認められる2つの地宸記録を用いて,常時微動記録と

の比較を行う｡対象とした地震は,PCaPC造建物が2階建て時に発生した岐阜県

美濃東部の地震(2003.3.27,Mj4.1,震源深さ40km,震央距離14km)と6階建て

時に発生した長野県南部の地震(2003.5.18,Mj4.5,震源深さ7km,震央距離97km)

である｡

　各地震記録の加速度波形と加速度フーリエスペクトルを図3.17に示す｡加速度

波形を見ると,6階建て時では主要動がすぎた25~40秒においても,建物頂部の

張間方向で大きく応答している様子が分かる｡加速度フーリエスペクトルには,階

数増加に伴う固有振動数の低下が明瞭に現れている｡

　地震記録と常時微動記録を比較するために,伝達関数(地震記録はbp/BF,常

時微動記録はlop/IF)を図3.18に示す｡2階建て時は,桁行方向の4.5Hz付近で地

宸記録の方が大きなビークを示している｡これは床スラブ打設部よりも上の,張力

が灘人されていないPC部材が彩響していると考えられる｡地震記録と常時微動記

録を比較すると,両者は概ね良《対応している｡図3.19に示す有効入力動も,高

振勣数になるほど有効入力動が減少する全体的な傾向は,地震記録と常時微動記録

で良く対応している｡
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図3.19　PCaPC造建物の地震記録と常時微動記録の比較<有効入力動>
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3.3　隣接建物の建設に伴う振動性状の変化

　建物が隣接して立地している場合,隣り冷う睦物同Lが地盤を介して相71ミに影蓄

レ払うため,単独建物とは異なった振勣特性を示す,これを隣接建物間帽互作川と

いう､隣接建物間相互作用を対象とした研究は,原1カ発電施設や高届建物を対象

とした実測事例33)と,解析的な研究`‘169`7o)が峯く,一般的な中低層建物を対象

とした研究事例はごく僅かである34)｡

　そニで本節では,相互作用効果の階数依存性を検討したS造10階瞳て建物(以

下,既存建物と略記する)の周囲に,取り囲むように隣接瞳物が建設される好機を

利用して,隣接建物が既存建物の振動性状に及ぼす影響を､2.2.5節で述べた祥細

な実測記録に基づいて検討する｡

　既存建物では竣工後から地震観測が継続的に行っており,図3.20に示す隣接建

物の建設中･竣工後にも地震記録を得ている｡隣接建物の有無で,既存建物の振動

E
9
g

i

図3.20　増築後のS造建物の平面図(左)と東立面図(右)
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帛3ぴ　肆物の娠勣件状に及ぼす各種変囚の分桁

特性が変化しているかを検討するために,隣接建物の着工前に得た27個の地震記

録と,隣接建物の躯体完成後に得たH個の地震記録を,アンサンブル平均して算

出した伝達関数を図3.21に示す｡両方向とも振幅には,7~8Hz以上の高振動数域

で隣接建物の有無による変化が僅かに認められる｡しかし,張間方向の位相差には

明瞭な変化が認められる｡

　既存建物の固有振動数と減衰定数が,隣接建物の建設期間中にどの様に推移して

いるか検討する,図3.22に隣接建物(西棟､中棟)の建設状況,及び2.2.5節(1)

で述べた強震計を用いて常時微動計測を行った時の風速を示す｡図3.22右端(8/6

~9)の風速が大きい郎分は,台風通過時に5回の計測を行ったものである｡図3.23,

図3.24にRD法によって生成させた自由振動波形に,ゼ･クロッシング法を用い

て求めた固有振動数と,対数減衰率を用いて求めた減衰定数の推移を示す｡
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図3.22　隣接建物の工事の進展と強震計を用いた常時微動計測時の風速
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桁行汐7罰r)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3.3　隣接淳物カ暗設付ド順勣性状カ変化

　図3.22~3.24を見ると,強風時に固有振動数が低下し,減衰定数が増大する振幅

依存性が認められるものの,隣接建物の噫設に伴う固有振勤数の変叱は認められな

い.図3.24を見ると,桁行方向の減衰定数にはばらつきがあるものの､隣接建物

の瞳設に伴う変化は認められない｡一方､張間方向は2003/4/5を境に,2次の滅疲

定数が4%から2%程度に急激に低下している｡この時期の瞳設状況を図3,22から

読みとると,西棟のBF躯体コンクリートの打設時期と対応していることから,隣

接建物の建設が既存建物の張間方向の振勣に影響を与えていることが分かる｡

　隣接する西棟の建設が,既存建物の振動特性に及ぼす影響を詳細に検討するため

に,2.2.5節(2)で述べたB棟の建設段階毎の常時微動訃測記録を用いな図3.25
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第3や　泣物の振動性状に及ぼす各種刻恥)分析

に西棟が1階,2階,4階,7階建て時の地盤一建物連成系(Top/GL),スウェイの

み拘束した基礎固定系(lop/IF),スウェイとロッキングを拘束した菰礎固定系

　(lop/(IF十HO))の西棟の平均フーリエスペクトル比を示す｡1階建て時は桁行,張

間とりニ2Hzに明瞭なピークが認められる｡これはスラブ打設に先行して組み上

げられた鉄骨フレームの振動特性と考えられ,階数の増加とともに高振勣数化して

いる｡2階建て時以降は,スラブ打設部に対応すると考えられるピークが認められ,

階数の増加に伴い低振動数化すると共にピーク高さが高くなっている｡

　西棟で建設段階毎に常時徴動計測をした際に,同時に既存瞳物の強震計を手動で

作動させて得た記録を用いて,西棟の建設に伴う既存建物の振動特性の変化を検討

1
-

JF

|
-

Jt

昶
S
加
M
S

　
　
召
ヨ
i
日
く

名
ヨ
一
t
E
く

Q
で
ヨ
‐
S
日
く

･‾2ジ一-こF7゛゜j乙T｣_　　　Ok一'?り゜S゛りこy‘`4ここ
　　5　　　　10　　　　15　　　　0　　　　5　　　　10

　　Frequency(Hz)　　　　　　　　　　　　　Fraluency(Hz)

　　　(a)西棟1階建て時'(左:桁行,右:張間)

3
加
B
肺

　
名
ヨ
‐
一
a
日
く

5　　　　】0　　　　15　　　`'0　　　　5　　　　10

Frequency(Hz)　　　　　　　　　　　　　Frapjency但z)

　　(b)西棟2階建て時(左:桁行,右:張間)

5　　　　10　　　　15

Frequency(Hz)

む
11

5　　　　10

Frequency(1(z)

(c)西棟4階建て時(左:桁行,右:張間)

5　　　　10　　　　15
Fraluency{Hz)

名
ヨ
一
一
a
E
ベ

5　　　　10

Freqsncy(Hz)

　　　(d)西棟7階建て時(左:桁行,右:張間)

図3.26　西棟建設時の既存建物の平均フーリエスペクトル比
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,3　隣接伴物川|･設に件･5恥|吻作秋･ハ荊ヒ

すな

　図3.26に,西棟噫設時の既存建物の平均フーリエxベクトル比を吊す､桁行万

向には西棟の建設に伴う変化は,ほとんど認められない,これに対し,張間方向の

4次モードが現れている7Hz付近には,B棟の暗設に伴ってロッキングが小さくな

る傾向が認められる｡図3.25と図3.26の張間方向を比較すると､匹棟が2階,4

階建て時に7Hz付近に明瞭なピークが認められ,既存建物の4次ピークが高くな

っている｡西棟が7階建て時は張間方向に7Hzのビークは認められず,既存檜物

の4次ピークの高さも下がっている｡既存建物のTop/(IF+HO)の変化に着目すると,

3次,4次において,建設段階に伴う変化が認められる｡これらの変勣は図3.23,

図3.24で示した変化とも対応している｡

　隣接建物が全て竣工した後から,隣接瞳物間相互作用を観測可能な態勢で強震観

測を行っている｡この強震計を手動トリガにより勣作させ,約30分間の常時微動

計測を行った｡図3.27に,各建物のSp/IF,Top/(IF十HO)の平均フーリエスペクト

ル比を示す｡既存建物の3Hz付近のピークは,西棟の1次モードが現れている振
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図3.27　隣接建物竣工時のフーリエスペクトル比
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第3章　建物の振勣性状に及ぽす各種要因の分析

動数と近いことが分かる｡また,既存建物の張間方向の5Hz付近に現れているピ

ークが,百棟のねじれと考えられるピークとよ《対応していることが分かる｡この

振勣数は,南棟の上部構造が応答している振動数帯域とも重なっている｡

　隣接建物の建設前,中,後の詳紬な実測により,既存建物の振動特性が隣接建物

の建設により変化していることを示した｡

　今後,隣接建物間相互作用のメカニズムを明らかにするためには,建物群全体を

対象とした高密度常時微動計測と強震観測を行い,各建物の振動性伏と建物群全体

の振動性状を詳細に分析すると共に,解析的な検討が必要である｡
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3.4　2次部材が振動特性に及ぼす影響

y4　2犬訃H;い限動莉桐に及ぼ-4卦饗

　中低層建物の真の耐震性能を把握するためには,実測記録に球づく検肘と共に解

析的険討が必要である｡そこで本節では,構造陳別･構汰恥式の異なる2棟の10

階瞳て建物を対象として,実測と解析の両面から2棟の応祢性状の特徴を検討才る､

また,実測記録と解析結果を比較することで,その差異の原因について検肘する｡

　対象建物は3.2節で対象としたS造10階建て建物(以下､S造建物)と,SRC

造10階瞳て建物(以下,SRC造建物)である,,但し,3.2節で扱ったSRC造建物

の記録はI期工事終了までの記録を扱っており,本節では11期E事により平面増築

され対称平面となった後の記録を用いて検討を行う｡平面増築による振動特性の変

化については,岡田ら28)が詳細に分析している｡図3.27に2棟の平面図を示す｡,S

造建物は純ラーメン構造で,耐震壁は全く存在せず,外壁はPCカーテンウオール

である｡SRC造建物は耐震壁付きラーメン構造で,桁行方向に耐震畷が多く配匯

されている｡外壁はPC力ーテンウオールで,そのすぐ内側には腰肇･袖聚を有す

るフレームが配置されている｡詳細図を図3.28に示す,､ニのフレームにとりつく

壁は,開口の大きさから耐震設訃上は耐震壁とはみなされず,構造計算時に剛性が

考慮されていないことが一般的である｡
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|図3.28　SRC造建物の
　　　　外周壁の詳細図
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第3章　建物の振勣性状に及ぽす各種要因の分析

　常時微勣計測は,S造建物では竣工直後に32成分の高密度同時計測を行い,積

載荷重の影響を分析するため竣工半年後に12成分の同時計測を行った｡竣工直後

の計測時は強風であった｡　SRC造建物では,46成分の高密度同時計測を行った｡

図3.29にセンサー配置図を示す｡いずれの計測も,固有周期1秒の動コイル型常

時微勣肝を用いて,変位成分を200Hzサンプリングで約30分間収録した｡記録の

分析は人や交通振動等のノイズ部分を除いた上で,S造建物では81.92秒の約20

波の記録を用い,SRC造建物では20.48秒の約70波の記録を用いてアンサンブル

平均してフーリエスペクトルと伝途関数(HV推定)を求めている｡

　強震観測は,S造建物では図3.30㈲に示すように,建物の増幅特性に加えて,ね

じれ,ロッキングを観測できるように9成分で観測している｡　SRC造建物では,

竣工時は地盤と建物の増幅特性のみが観測できるセンサー配置であったが,その後

センサーを追加･移設して,ねじれ,ロッキングも観測できる配饌となっている｡

図3,30(b)にSRC造建物の2002年4月現在のセンサー配置を示す｡いずれの強震観

測も,サーボ型加速度肝を用いて100Hzサンプリングでデータの収録を行ってい

る｡本節では,2002年4羽までに得られた地震記録(S造建物:i4,SRC造建物:

21)を用いて検討を行う｡
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3.4　2次郎材が振勣特性に及ぼす影響

　常時微動記録と複数の強震記録を用いて建物振勣性状の相違を検討する｡本節で

は実測値と解析値を比較するために,基礎固定系を想定した固有振勣数を求める｡

常時微動記録では,スウェイとロッキングを固定した基礎囚定系の伝途関数

　(1[bp/(IF十HO),Hは等価高さ,0はIFでのロッキング角)より並進成分の固有振

動数を求めた｡ねじれ成分は,RF両端とIF両端の張間方向成分を用いて,丙端の

差のフーリエスペクトルを求め,RFとIFの比より因有振動数を求めた｡地震記録

では,線形多モードモデルを用いて,直交成分も含むIFの水平2成分を入力,RF

の1成分を出力としたフィッティングを行い,パラメータを推定した71)｡

SRC造建物ではねじれモードの分離が可能であったが,S造建物では桁行方向と張

間方向のねじれモードの分離は良好には行えなかった｡このため,フィッティング

は入力,出力とも1成分として行った｡S造建物のねじれの固有振勣数は,RF端

部と中央の張間方向成分の差のフーリエスペクトルより求めた｡

　図3.31,図3.32に常時微動記録と地震記録から得られた固有振勣数と屋上鏝大

加速度の関孫を示す｡図3.31の常時微動(強風)のみがやや高めの値を示してい

るが,これは竣工直後で積載荷重が少なかったことが影響していると考えられる｡

S造建物とSRC造建物の固有振動数を址較すると,S造建物では張間,桁行,ねじ

れの各成分が近接していることが分かる｡S造建物の減衰定数は3.2.2節で椎定し

ており,S造建物は1%以下,SRC造建物は2~3%の結果を得ている｡
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第バフ　建物の振勣性状に及ぼす各挿要因の分析

　近接した固有振勤数と低減衰が地震応答性状に及ぼす影響を検討する｡図3.33,

図3.34に長周期成分を多く含む地震(2001.6.1,震源:静岡県中部,Mj4,8,震源

深さ40km)の応答加速度波形とフーリエスペクトル比を示す｡応答加速度波形の

濃線はIF,薄線はRFの記録を意味する｡フーリエスペクトル比の濃線はスウェイ

のみ固定した基礎固定系(RF/IF),薄線は地盤一建物連成系(RF/GL)を意味する｡

S造瞳物は低減衰で固有振動数が近接しているため,後続波の部分で大きく共振し

ながら,張間方向と桁行方向でエネルギーのやりとりをして,うなりが生じている｡

フーリエスペクトル比の張間方向にも桁行方向の固有振動数の影香が大きく出て

いることが分かる｡それに対し,SRC造建物は図3.33,図3.34のスペクトル比か

らも分かるように,S造建物に比べ減衰が大きく,固有振動数が張間方向と桁行方

向で離れているため,継続時間が短く,うなりもほとんど生じていない｡また,図

3.34に示した張間方向の2つのスペクトル比(RF/IFとRF/GL)の固有振動数に顕

著な差が認められ,相互作用の影響を受けていることが分かる｡

　近接固有値の問題や建物と地盤との動的相互作用は,いずれも建物の減衰推定に

大きな影響を及ぼすため,今後さらに検討が必要である｡
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図3.33　S造建物の地震記録(左:加速度波形,右:加速度フーリエスペクトル比)
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図3.34　SRC造建物の地震記録(左:加速度波形,右:加速度フーリエスペクトル比)
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10　100

表3.4　SRC造建物の解析ケース

解析(1)図3.28(b)の腰壁･袖壁の剛性を考慮しない

角析　図3.28(b)の腰壁･袖壁の剛性を等価な無開ロの
　¥｢(2)県に置換して剛性を考慮する
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0.01　0j　　l　　lO　I帥

　　　贋£最大加遼度(S皐1)

0.01　0.1

1.ぺ‾示ぷ〕‾4!芒紅!と.…
|.μ→　|　二

10　1000.01　0.1 |

10 100 10

3､4 臼 作才巾出,U咬ぽ刊り}賢

　S造建物とSRC造唯物の咤､梁.耐需4ぼ午染吋防寮レ/-3次元ぐ体ッレームモ

デルを作成して,固有値解折を行った､解折にかか‥て小氷y剛床,②I隣床今･因

定,③梁に及ぼすスラブの曲げ剛性効限を考慮,よ鮒宸設計時に折慮し子構造㈲材

のみ剛性を考慮,の各条件を用いた､

　S造建物の振動解析Jこり得られる固有振勣数を､[戈13.35に示し.図3.37に張間

方向の並進モード図を示す.図中の実線は簒準位置､破線は各階モード形を意味す

る,図3.35より,S造建物の並進成分において,解析咳と実測値の差は1割程度で

ある｡微動や小地震時はサッシや間仕切り等の剛性も効いていると才れば,解折と

実測はほぼ対応していると考えられる｡また,水平2万向とねじれの固有振勣数が

近接しており,図3.37のモード図にねじれが若不次まれている様不も解析で再現

されている､しかし,解析と実測で,桁行方向とねじれのモードの順序が入れ替わ

っており,ねじれの固有振動数の解析値は,実測値に比べ2割程度低くなっている,､

これは,解析において,外壁PCの剛性を評価していないため,ねじれの固有振勣

数が低めに評価されていると考えられる｡

　SRC造建物の振動解析より得られる固有振動数を,図3.36に解析値(I)として示

し,図3.37に張間方向の並進モード図を示す｡図3.36中の解析値(2)は後述するよ

うに､図3.27(b)に示した外周部に位置する腰県･袖県の剛性を,等価な無開｢Iの

壁に置襖して剛性を考慮した解析ケースである,,図3.36より,SRC造建物の解折

値(I)は,張間,ねじれ成分では実測値より3~4割程度低い値を示しているが,桁
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示D`j　呼物の振動性状に及ほす各棟要囚･八分柚
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図3.37　S造建物の張間方向並進1次モード図(解析)
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図3､38　SRC造建物の張間方向並進1次モード図(解折)
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3.4　2次部材が振動特性に及ぽす影饗

行方向は実測値と比較的近い値となっている｡これは桁行方向に耐雲壁が多《配徽

されているため,張間,ねじれ成分よりも固有振勣数が高《評価されたためと考え

られる｡図3.38のモード図を見ると,張間方向の並進モードにねじれモードが含

まれていることが分かる｡この結果は,実現象にも認められることが岡田ら28)に

よって示されている｡

　SRC造建物の張間とねじれ成分で生じた実測値と解析値(1)の固有振勣数の差に

ついて検討する｡構造解析における重量は,構造躯体は躯体重量から,積載重量は

使用目的と面積から算出しているため,実構造物とほぼ対応していると考えられる｡

したがって,固有振動数に生じた差は,構造解析における剛性評価の影響が大きい

と考えられる｡この原因として,以下のことが挙げられる｡

　①　フレーム内に取り付《壁(腰壁,袖壁)の剛性

　②　フレーム外の壁(雑壁)の剛性

　③　配管,窓などの構造部材以外の剛性

　SRC造建物の外周部にはフレーム内に腰壁･袖壁を有しているフレームが多《存

在する｡これらの壁は開口が大きいことから設肝上は耐震壁とみなせない上,桂梁

のサイズに比べ壁厚が十分薄いため一般的に剛性は無視されているが,これが解析

値と実測値の差を生じさせている要因と考えられることから,フレーム内に取り付

《壁の剛性寄与度をFEM解析を用いて検討する｡

　解析は表3.5に示すようにフレームのみ,耐震壁,腰壁,袖壁,腰壁と袖壁,そ

れぞれにスリットを有するモデルを用いる｡これらのモデルは寓際のSRC造建物

を表現しており,材料はコンクリート(ヤング孫数:2.1×105N/m2,ポアソン比:

o｡18,自重は考慮しない)とし,スパンは7,200mm,高さは3,800mm,柱サイズは

850　×　900mm,　梁サイズは900×500mm,壁厚は実際の構造物と同じ腰壁･袖壁

150mmと耐震壁350mmの2通りとした｡支持条件は柱脚をピン支持,柱頭をロー

ラ支持とした｡連層フレームを想定して,フレームの上下に取り付《柱が柱頭と柱

脚の回転を拘束する効果を表す回転ぱねを,等価な鉛直ぱねとして柱頭と桂脚の端

部に設けた｡

　上記モデルの上梁に左から静的な水平外力を加え,その変形量から等価な剛性を

算iし比較する｡図3.39に壁厚150mmの場合の応力図を,,表3.6に変形量と純フ

レームに対する剛性倍率を示す｡図3.39より,腰壁,袖壁が剛性に大きく寄与し

ていることが分かる｡また,スリットがある場合はフレームモデルとほぽ同様の応

力状態になることが分かる｡表3.6より,壁原15011njthの腰壁と袖璧を有ずるモデ

ルでは,フレームモデルの約4倍の剛性を持っていることが分かる｡この剛性が

SRC造建物の固有振動数の,実測値と解析値の差の大きな原因になっていると考

えられる｡一般に,これらの壁は柱梁のサイズに比べ+分に薄ければ,その剛佳は

無視されている｡しかし,壁厚150tnmで腰壁あるいは袖壁のみの場合でもフレニ　　‥

ムモデルの約2倍の剛性を有している｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　尚　ニ

-67　-･ -

'
　
　
　
　
　
　
　
″
j
″
y
`



第3収　建物の振勣性状ご及ほ川片腫要囚の分析

　以上より,弾性範囲内においては,剛性評価の点で壁厚によるモテル化の判断は

必､ずしも適切ではないニとが分かる｡それに対し,スリットを有するモデルでは,

ッレームモテルと同程度の剛性となっており,剛性評価という点ではスリットを適

切に施せば壁の効果は無視できることが分かる｡

　SRC造建物に設けられている壁厚150mmの腰壁･袖壁と等価な剛性を持つ無開

口の壁厚を,FEM解析を用いて求めると35mmとなる｡二の35mmの薄い壁をSRC

造建物の構造解析モデルの外周郎にある腰壁･袖壁付きフレームに加えて再度解析

を行った.,得られた固有振動数を図3.36に

解析値(2)としてブロットする｡いずれの固

有振動数も上昇し,張間とねじれについては,

簿い壁を入れる前の解析値(1)に比べ,解析

畝(2)の方が実測値に近くなっている｡

　以上より,SRC造建物の外周部のフレー

ムにおける袖壁･腰壁等の剛性評価は,並進

成分だけではなく､ねじれ成分の評価にとっ

ても重要であることが分かる｡

(a)フレームモデル

(e)謄壁十袖壁モデル

(b)耐震畷モデル

(f)耐震啜モデル

　　匹I.レノト人り)

表3.5　FEM解析ケース

　　　　FEM解析モデル

(a)フレームモデル

(b)耐震壁モデル

(c)腰壁モデル

(d)袖壁モデル

(e)腰壁十袖壁モデル
(り耐震壁モデル(スリット入り)

(g)腰壁モデル(スリット入り)
h袖壁モデル(スリット入り)

　各モデルについて,畷厚350mmと

　賭厚150mmの2種類の解析を行う｡

(c)腰壁モデル

(g)腰壁モデル

　　(スリット入り)

図3.39　フレームタイプと応力図(壁厚150mm)

友3.6　フレームタイプと剛性倍率

(d)袖壁モデル

(h)袖壁モデル

　　(スリット入り)

　　　　　　　　モデル名　フレーム暦;3iト　耐震壁　腰壁　　袖壁
壁厚150mm　　剛　倍　　　　1.00　　3.85　　10.62　1.98　　1.89

スリット入り
-

壁厚350mm

剛性倍率

1.00

　　1.03
-

5.67　　18.39

　　1.04

1.01
-

2.52

1.01
-

2.33
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3.5　まとめ

3j　まとめ

　第2章の戦賂的強震観測･常時微勣計測で得た記録を用いて,建物の振勣性状に

及ぽす各種要因を抽mし,系統的に分析した｡得られた結果を以下に示す｡

(1)相互作用効果の階数依存性(3.2節)

　　構造種別･階数が建物振動性状に及ぼす影響を検討するために,ほぽ同規模

　で構造種別･構造形式の異なる3棟の建物を対象に建設段階毎の常時微勣計測

　と継続的な強震観測を実施した｡得られた結果を以下に示す｡

　･　　動的相互作用効果に及ぼす固有振動数の階数依存性は,S造建物ではほと

　　　んど認められなかったが,PCaムPC造建物とSRC造建物では低層時に相互作

　　　用の影響が犬きく,高層になるほど相互作用の影響が小さくなる傾向が詰め

　　　られた｡

　　･　　モード彩状の階数依存性は,S造建物では明瞭ではなかったが,SRC造建

　　　物は高層になるほど弾性変形率が上昇する傾向が認められた｡3棟の建物の

　　　モード形状には差が認められ,上部構造･下部構造の剛性バランスがモード

　　　形状に影響を及ぽしていると考えられる｡また,モード形状の差と減衰定数

　　　の差は比較的良く対応していた｡

　　･　　有効入力動の階数依存性は,ほとんど認められず,3棟の建物の傾向もほ

　　　ぼ同様であった｡しかし,上部構造物の固有振動数付近では,3棟の建物の

　　　上部構造の慣性力の差が認められた｡

　･　　S造建物とPCaPC造建物で,入力特性の異なる地震動と常時微勣を比較し

　　　た結果,両者は良く対応しており,常時微動による現象の把握が有効である

　　　ことが明らかとなった｡

　　以上より,慣性の相互作用は建物階数と,上部構造･下部構造の剛性バラン

　スに影饗されることが,実測記録より明らかとなった｡また,人力の柏互作用

　は階数や構造種別ではな《,地盤条件と基礎サイズの影響を受けていることが

　実測記録より明らかとなった｡

(2)隣接建物間相互作用(3.3節)

　　隣接建物間相互作用の彩饗を検討するために,既存建物の周囲を取り囲むよ

　うに隣接建物が建設される機会を利用して,常時微動計測と強震観測を実施し

　た｡その結果,隣接建物の建設前後の地震記録と,建設期間中の常時微動記録

　に,既存建物の張間方向に振動特性の変化が認められた｡

　　隣接建物間相互作用のメカニズムを明らかにするためには,今後,隣接殖物

　竣工後の地震記録の分析を進めると典に,今後さらに詳細な常時微動計測を実

　施し,数値解析と比較検討が必要である｡
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第3章　建物の振動性状に及ぽす各種要因の分析

(3)2次部材が振勣性状に及ぽす影響(3.4節)

　　構造種別･構造形式の異なる2棟の10階建て建物を対象として,実測と解析

　の丙面から2棟の振動性状の違いと,実測値と解析値の差とその原因を検討し

　た｡得られた結果を以下に示す｡

　　･　　因有振動数が桁行方向と張間方向で近接し,且つ低減衰の建物では,地震

　　　応答にうなりが顕著に認められた｡この現象は減衰評価に犬きく影響するた

　　　め,今後,モード間連成を考慮した検討が必要である｡

　　･　　非構造部材の少ないS造建物は,固有振動数の解析値と実測値は良く対応

　　　していたが,非構造部材の多いSRC造建物では,解析値と実測値で3~4割

　　　程度の差が生じていた｡

　　･　　SRC造建物での解析値と実測値の差の原因を解明するために,腰壁や袖壁

　　　を有するフレームの剛性をFEM解析で検討し,腰壁や袖壁の存在により純

　　　フレームの約2倍の剛性を有していることを示した｡

　　･　　腰壁と袖壁の剛性を考慮して得度SRC造建物の構造解析を行うと,固有振

　　　動数は実測値に近づいた｡これにより耐震壁とみなされない腰壁･袖壁など

　　　の2次部材のモデル化の重要性を示した｡
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4.1　はじめに

第4章　実測記録に基づ《中低層建物の入力損央効果

4.1　はじめに

　建物と地盤との動的相互作用に起因する入力損失効果41)･42)の適切な評価は,構

造物に作用する地震力を推定する上で極めて垂要である｡入力損失効果は大規模構

造物において顕著となる45)が,軟弱地盤上に立地する一般中低層建物の楊合も,

地盤に比ぺ建物の剛性が大きいため,動的相互作用の影饗が大きい｡しかし,強震

観測に基づ《一般中低層建物の勣的相互作用に着目した研究の事例は多《な《尚

‘J72)'73),特に入力損失効果に着目した研究例は少ない46`49)｡この原因として,原

子力関連施設や超高層建物･免震建物などの特殊構造物に比べ,一般中低層建物の

強震観測事例そのものが少ない上,相互作用を検討するためには基礎と地盤での多

点同時観測が必要となるため,さらにコストが割高となることが挙げられる｡

　安井ら7)は,兵庫県南部地震において,地盤と建物基礎とで同時観測された5棟

の記録と,激震地区の建物で得られた地下階での記録を元に,激震地区での自由地

喪面地動の逆算を行い,入力損失効果を検討している｡その結果,基礎応答の鏝大

値は地表に比べ,最大加速度でフ割,最大速度で9害り程度に低減されると指摘して

いる｡井ロら46)は,大型振動台基礎とその周辺で得られた中小地震の地震記録を

用いて,入力地震動の周波数特性を考盧して,基礎と地表の最大加速度･速度の関

係を検討している｡また,実測記録を元に入射波を求め,基礎有効入力動を数値解

析により算出している｡　Stewart48)は7棟の建物で得られた15個の強震記録を用い

て,最大加速度,最大速度,建物条件と入力損失効果の関係を検討している｡しか

し,既往の検討結果の多《は,建物規模や根入れの大きな建物を対象としているた

め,建物種類や地震記録数は十分ではな《,定量的な評価には至っていない｡様々

な条件下での一般中低層建物を対象にして,多数の地震記録や常時微動肝測により

入力損失効果を体系的に分析した研究例はない｡

　本節では,名古屋大学東山キヤンパス内に存在する様冷な高さ,基礎幅や根入れ

深さ,規模を有する9棟の中低層建物を対象に,多数の中小地震記録と常時微動記

録を用いて,入力損失効果を明らかにする｡
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第4章　実測記緑に玖づく中低哨建物の人ノJ損火効栄

4.2　対象建物と強震観測･常時微動計測の概要

4.2.1　対象建物の概要
　対象建物は名占屋大学東山キヤンバス内に立地する建物規模,階数,構造種別な

どの異なる9棟の中低層建物である吻'61}｡建物概要を表4.1に,平面図･断面図

を強震計配置と共に図4.1に示す｡根入れ深さは,地表から基礎底面までの深さと

した｡,平均吟はPS検層結果またはN値から推定した値を,基礎底面より下の深

さ10mまでを層厚で重み付け嘔均した値である｡地盤一建物連成系の固有振動数

は,常時微動記録より推定した値である｡但し,建物⑦,⑧には明瞭な固有振動数

を認められなかったため,表1には示していない｡図4.1(a)②のハッチ郎分は,

一部に地刊階が存在し,その部分だけ根入れが深いことを意味する｡建物②の点線

部は平面増築が行われたことを意味するが,別の検討により,増築前後28)で入力

損失特性に顕著な差が認められなかったため,本論文中では増築後の建物諸元を用

いている,また,建物④と⑤は,Expssion　Joint　を介して桁行方向に隣接しており,

隣接建物間相互作用に関する詳細な検討が行われている34'｡建物⑥に示す斜線部

は,敷地が傾斜しているため,-一階部分の約半分が地盤に接していることを意味す

る,,

　対象建物の基礎幅に対する高さ,根人れ深さ,杭長の比を図4.2に示す｡但し,

根人れ深さが場所により異なる場合は,面積で重み付け平均した値を用いている｡

例えばx方向に着目すると,建物②,④,⑤は基礎幅に対する高さ比がほぼ等しい

ニとから,根入れと隣接建物の影響が検討可能である｡同様に,建物③,⑥は根入

　[匹]仁閤サコツニ亘ニ]押竺]E]1　　　-　I　　　　　__U　---コJ一一一一　゛‾‾`‾づぶ‾i4i‾J
　　　　　　　　1　　55m　仙.'

　じOバす)言今し
　　　　　　(a)平面図と強震計配置(●:建物,0:地盤)

･　'j　　l　　　　　｡

6'　　　　　　心ハドフ回･
6'　　　　　　?-1⑦　　　　戸　③　･
　　　　　　　　　　　　7,rヽ　　　　　゛
　　　　　　　　　　　　-

(b)断面図と強震計配置(●:建物,0:地盤)

図4.1　対象建物の平面図･断面図と強震計配置
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　4.2　川が詐叶強吉観測･常時徴動計齢|宍･闘鼎

れの対称性の影蓄を､建物工､促は杭の有無の影蓄を検討可能である｡

　図4.3に地盤一建物連成系の固仔振勣数から求めた無次元振動数αoa､a肖を示す,,

αoa,匈Jま,表4.1の半均り,基礎幅馬,尽.､常時徴動記録より推定した地盤一建

物連成系の固有振動数刄,んを用いて,aoム｡=2膳J1/2り､ao知=2活,尽/21/sと定義し

ている｡図4.3に示した匈a,尚,jよ,0.3から2.5程度まで広く分布しており,連

成系の無次元固有振動数が入力損矢効果に及ぼす影響の分析が可能であることが

分かる｡

表4.1　対象噫物の概要
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図4.2　対象建物の基礎幅に対する高さ･根入れ深さ･杭長の比

　4

　C

≒
Qc

3

2

1

0

　　　　　　　　　Bunding
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第4亭　実聊｣よ録に琉づく中低層建物の人力損失効果

4.2.2　強震観測･常時微動計測の概要

　強震観測は,建物①~⑤では,建物の応答性伏も検封できるように地表,建物1

階床(以下,基礎と示す),建物屋上で同時観測を行っている｡建物⑥~⑨では,

地表と基礎で同時観測を行っている｡また,建物②,⑧,⑨の周辺では,地盤の増

幅特性も検討できるように鉛直方向に3点で同時観測を行っている｡データは全て

100Hzサンブリングで収録している｡本論文中での分析は,1996年10月から2003

年7月までにそれぞれ.の建物で得られた地震記録から,不完全なデータや明らかに

データが不良なものを除いた全ての地震記録を用いる｡分析に使用したデータ数を

表4.Hニ,観測地震の震央位置を図4.4に,震央距離とマグニチュードの関係を図

4.5に示す｡図4.4,図4.5から,地震記録の大部分は東海地域を震源とするマグニ

チュードの小さなものであることが分かる｡また,震央距離が離れるとマグニチュ

ードの大きな地震しか記録が得られていないことが分かる｡

　常時徴動計測は,建物①,②,③,④,⑤で高密度同時観測を行っており,他の

建物では地表,基礎,建物屋上の3点での同時観測を行っている｡動コイル型の常

時微動計により変位を収録し,建物②,③は100Hzサンブリング,他の建物では

200Hzサンフリングで計測している｡収録時間は表1に示すとおりである｡建物⑦

は基礎での微動記録が得られなかったため,本論での検討には用いていない｡
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図4.5　震央距離と
　　　　マグニチュード
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4.3　地震動の最大値に基づく入力損失効果

4.3｣地表と基礎の最大加速度,最大速度

　入力損失効果を簡易に評価するために,地表と基礎での媛大加速度,最大速度を

比較する｡図4.6に各建物の基礎最大加速度(PBA)と地表妓大加速度(PGA)の関

係,及び原点を通る回帰直線を示す｡図4.6には,軸の関係で地表で約60ga1を記

録した1地震が示されていないが,他の地震と同様の傾向であること確認しおり,

本論中では地表最大加速度を記録したデータも用いて全ての検討を行っている｡

　建築面積が大きな建物①,②,③,⑥では基礎の最大加速度が地盤よりも小さく

なっており,入力損失効果が明瞭に認められる｡それに対し,建築面積が小さな建

物⑦,⑧,⑨では,入力損失効果はほとんど認められず,基礎の方が大きな値を示

している場合も多い｡相互に隣接する建物④,⑤では,やや相関が低くなっている｡

建物⑤のx,y方向で傾向が異なるのは,建物⑥は1階の片側側面のみが地盤と接

していることが影響していると考えられる｡建物①,③で,x方向の人力損失効果
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第4G　実測記録に基づく中低層建物の人力損矢効果

がy方向に比べ大きくなっているのは,基礎幅の差が影響していると考えられる｡

　図7に基礎最大速度(PBV)と地表最大速度(PGV)の関係を示す｡最大加速度

の場合と同様に,建築面積の大きな建物②,⑥において基礎の方が地表より綾大速

度が小さくなっている,しかし最大加速度に比べ,最大値の低減度合いは小さい｡

この傾向は兵庫県南部地宸の観測記録を分析した結果7'と対応している｡

　最大加速度と最大速度の地表に対する基礎の比率を,原点を通る直線で最小二乗

近似した回帰式の傾きと相関係数を表4.2に示す｡但し,図4.6の瞳物①,⑦と図

4.7の建物①のpulseと示した地震記録は,地表での最大値が極めてパルス的な部

分で決まっており,同じ地震の他地点の記録と明らかに傾向が異なることから,回

帰直線を求める際には用いていない｡回帰直線の傾きは,建築面積が大きく,根入

れの有る建物①,②で小さくなっているが,他の瞳物では安井ら7)が示した加速

度で約0.7,速度で約0.9よりも大きな値を示している｡これは安井ら7'が対象と

した建物に比べ,本論文で対象としている建物の規模,根入れ深さが小さいことが

原因と考えられる｡
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0.1

4.3　耽白1ド･植.り直に坂づく人力損瓦効県

　図4.8に,噫物の無次71ユ振勣数αoa,ao6､,と敏犬加速度の回帰式の傾きとの関係を

示す｡建物⑥,及び根入れの深い建物①を除き,恨人れの有る建物と張入れのない

建物それぞれで,向ぉ,αoか,が大きくなるほど,入力損失効果が大きくなる傾向があ

る｡図4.9に根入れ深さより求めた建物の無次元振勣数α｡と最大加速度の回帰式

の傾きとの関係を示す｡但し,α､は根入れ深さ£,表4､1の平均6,常時微勤記

録より推定した地盤一建物連成系の固有振勣数刄,んを用いて,吻J27弧,£/2り,

27!/μi/2Fsと定義している｡片側のみが地盤に接しており,振勣方向の前後面に側

面地盤のない建物⑥y方向を除き,根入れの有る建物は,根入れのない建物に比べ

入力損失効果が大きな傾向がある｡また,無次元振動数α｡が大きな建物ほど,入

力損失効果が大きくなる傾向のあることが分かる｡

　　　　　　　　　　　表4.2　回帰式の傾きと相関係数

　　　　加速度(x方向)加速度(y方向)　　速度(x方向)　速度(y方向)

　　No゛傾き　相関係数　傾き　相関係数　　傾き　相関係数　傾き　相関係数

　　1　0.56　　0.76　　0.69　　0.91　　　0.71　　0.94　　0.96　　0.95

2

3

4

5

6

7

0.69　　0.99　　0.68　　0.99

0.83　　0.99　　0.90　　0.99

0.98　　0.99　　0.86　　0.97

0.78　　0.89　　0.81　　0.95

0.70　　0.97　　1.32　　0.97

0.96　　1.00　　0.90　　0.99

0.88　　0.99　　0.89　　0.99

0.89　　1.00　　0.90　　1.00

0.99　　1,00　　1.01　　1.00

1.09　　1.00　　1.04　　1,00

1.05　　0.99　　1.01　　1.00

0.80　　0.99　　1.19　　0.99

1.10　　1.00　　1.02　　】.00

0.89　　0.98　　1.03　　1.008　0.88　　0.99　　0.89　　0.99　　　0.89　　0.98　　1.03　　LUU

9　1.03　　0.98　　1.02　　0.98　　　1.00　　1.00　　1.02　　1.00
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図4.8　建物の無次元振動数(a｡,a吻)と回帰式の傾き
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第4び　実測記録に法づく中低層建物の人力損火効果

4.3.2　地震動の等価卓越振動数

　地震動の卓越振勣数を表す簡易的な指標として,地表最大加速度と地表最大速度

の比から算出した等価卓越振動数(PGA/PGV/2幻　と,地表最大速度と地表最大変

位の比から算出した等価卓越振動数(PGV/PGD/2π)を用いる｡等価卓越振勣数を

算出する際に用いる最大値は図4.10に示すように,PGA/PGV/2πの場合はPGA発

生時刻とその前後2秒以内で発生するPGVを用い,PGV/PGD/2πの場合はPGV発

生時刻とその前後2秒以内で発生するPGDを用いる｡地震動の最大値のみから算

出される等価卓越振動数と,フーリエスペクトルから求めた卓越振動数との関係を

図4.Hに示す｡但し,フーリエスペクトルの卓越振動数は,機械的にフーリエス

ベクトルが最大値を示す振動数を採用する方法と,目視により卓越振動数を読みと

る方法の2種を用いた｡目視による方法は,フーリエスペクトルが最大のピークで

なくても,スペクトルの形状から卓越ビークと見なせる振動数を抽出するものであ

る｡図4.11より,加速度,速度ともに高振動数になるとばらつきが大きくなるも

のの,PGA/PGV/2πは加速度の卓越振動数,PGV/PGD/2πは速度の卓越振動数を概

ね評価できるといえる｡
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第4章　実測記録に基づ《中低肩建物の入力損失効果

4.3j　地震動の等価卓越振動数と最大加速度比,速度比

　図4.12にPGA/PGV/2πと最大加速度比(PBA/PGA),図4j3にPGV/PGD/2πと最

大速度比(PBV/PGV)の関係を示す｡両図において,全体な傾向として加速度比･

速度比ともに等価卓越振動数が高《なるほど,人力損失効果が大きくなっている｡

等価卓越振動数が地震毎に異なっているのは,図4.5と図4.14より,マグニチュー

ドの小さな地震は対象建物の近傍で発生したものに限られるため,高振動数成分が

卓越する場合が多いのに対し,マグニチュードが大きくなると遠方の地震が主とな

り,低振勣数成分が卓越するためである｡

　図4.12,図4.13において,基礎幅に対する高さの比がほぼ等しい建物②,④,

⑤,及びx方向の高さ比がほぽ等しい建物①を比較すると,根入れを有し,建築面

積の大きな建物①,②で入力損失効果が顕著である｡それに対し,建物④,⑤では

ぱらつきが大き《,低振動数側では地盤よりも基礎応答の方が大きくなる場合が多

くなっている｡これは隣接する建物④,⑤が互いに影響を及ぽしあっていることが

原因であり34),隣接建物間相互作用が顕著な楊合に,安易に入力損失効果を見込

むことの危険性を示している｡

　根入れの伏況が異なる建物③,⑥を比較すると,根入れが非対称な建物⑥で,x

方向とy方向の入力損失効果に顕著な差が認められる｡建物⑦,⑧を比較すると,

杭の有無による水平方向の入力損失効果には,差がほとんど認められない｡
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第4び一　徊1･j記録に基づく中低層建物の人力損火効眼

4.3.4　地震動の無次元振動数と最大加速度比,最大速度比

　基礎幅と入力地震勣の波長が入力損失効果に及ぼす影響を検討するために,前節

の結果に入力地宸動の無次元振動数αo,,,を導人する｡a｡は,表4.1の平均S波速度

6,基礎幅馬,馬,,入力地震動の等価卓越振動数ムを用いて,Q),｡=27ゾJ｡/2阿,

274∂,/26と定義する｡但し,刄には,加速度の検討ではPGA/PGV/2π,速度の検

肘ではPGV/PGD/2πを用いる｡

　水平2方向の全記録から求めたao,,,とPBA/PGAとPBV/PGVの関係,及び回帰

曲線と相関係数Rを図4.15に根入れの有無別に示す｡但し,隣接建物間相互作用

の影響が大きな建物④,⑤,及び根入れが非対称な建物⑥は除いてある｡回帰曲線

には,基礎底面に作用する調和振動を基礎幅で平均して得られる関数

sin(1μzo･)/1μzo,,,を用いている｡ここに,恥は回帰係数である｡根入れの影響を検肘

する場合,基礎側面に作用する調和振動を根入れ深さで平均すると,前述と同様の

関数が得られるため,基礎底面項と根入れ項の積として

sin(らaoj/もα｡xsi(り7.)/ぇ.α,,｡を用いている.ここに･ね･1･は回帰係数である.

無次元振動数を加速度と速度で別々に定義することにより,加速度･速度の入力損

失効果が無次元振動数との関係で統一的に評価できていることが分かる｡

　根人れの影響を検討するために,一つの項で回帰させた場合の係数を見ると,根

入れの有無により係数が大きく異なっている｡次に,二つの項の積で回帰させた場

合の係数見ると,根入れの有る建物において根入れ項の係数が大きめの値となって

いる､これは根人れにより,下方より入射する地震動の表層での増幅分が低減され

ていることを示唆している｡
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第4φ　実讃|ぽ録に址づく中低層建物の人力損矢効果

4.3.5　根入れと入力損失効果

　根入れによる入力損失効果が,根入れ深さに相当するごく表層部分の地盤増幅と

相関が認められるかを,建物②,⑧,⑨の近傍地盤の記録②',⑧',⑨'を用いて

検討する｡本来この検討は,根入れ深さと同一深度で得られた地中地宸記録を用い

るか,数値計算によって当該深度での地震動を推定して検封すべきだが,ここでは

簡便のため,地下Hm(建物②では地下10m)の記録を用いている｡

　図4.16にPGA/PGV/2πと地中と地表の最大加速度比と,PGV/PGD/2πと地中と地

表の最大速度比を示す｡根入れの有る建物②では図4.12,図4.13と図4.16の形状

が非常に良く対応している｡それに対し,根入れの無い建物⑧,⑨では対応が悪い｡

この結果からも,根人れの存在による深さ方向の応答低減は,入力損失効果と関連

しているものと考えられる｡
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図4.16　地震動の等価卓越振動数と地中と地表の最大値比

　　　　　(11段:最大加速度比,下段:最大速度比)
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4.4　振動数領域における入力損央効果

4.4　飯勣数領域における人力損失効果

4.4.1　平均フーリエスペクトル比と最大加速度比,最大速度比の比較

　地震動の最大値に著目した検討の有用性を検鉦するために,振動数領城における

検討と比較する｡図4.17,図4.18に各建物の地表/基礎の平均フーリエスペクト

ル比と,地震動の等価卓越振動数と基礎･地表の鏝大加速度比･速度比のプロット

を重ね合わせて示す｡また,常時微動記録より推定した地盤一建物連成系のi次囚

有振動数を▽で示す｡但し,建物⑦,⑧は地盤一建物連成系の固有振動数を特定で

きなかったため,▽は示していない｡平均フーリエスペクトル比は,個々の地震記

録でフーリエスペクトル比を求めた後,アンサンブル平均して求めている｡

　高振動数になるにつれて人力損失効果が大きくなる傾向は,鏝大加速度比･速度

比と平均フーリエスペクトル比で非常に良く対応している｡しかし,平均フーリエ

スペクトル比に現れている上部構造物の慣性力に起因するピーク位薩では,鏝大加

速度比,速度比のプロットは人力損失効果を過大評価している｡
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第4り　実測心録に払つく申低削仕物の人力損火効家
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4.4　振勣数鎖域における人力損失効果

4.4.2　地震記録と常時微動記録の比較

　建物に入力する振動は,地震動の主要勣部分では実体波が優勢で,常時微勣では

喪面波が優勢と考えられる｡そこで地震勣と常時微勣の記録を比較することで,人

力機構の異なる振動が入力損失効果に及ぼす影響を検討する｡図4.19,図4.20に

各建物の地震記録と常時微動記録から求めた地表に対する基礎の平均フーリエス

ペクトル比と,常時微動記録より推定した地盤一建物連成系の1次固有振動数を▽

で示す｡地震記録の平均フーリエスペクトル比は,4.1節での算m方法と同様にし

て求め,平均値と平均値士標準偏差を合わせて示している｡常時微勣記録の平均フ

ーリエスペクトル比は,収録データから交通振動などのノイズ部分を除いて|サン

プル20.48秒のサンプル群に分割し,アンサンブル平均して求めている｡アンサン

ブル平均に用いたデータ数は喪1に示すとおりである｡

　単独建物で根入れが対称な建物①,②では,地震記録と常時微動記録は良《対応

している｡また,地盤一建物連成系のi次固有振動数において,軽量なS造の建物

①では上部構造物の慣性力の影饗がごく狭帯域にしか現れていのに対し,鐘物規模

が大き《,地盤一建物連成系の減衰が大きなSRC造の建物②では,上部構造物の

影饗がやや広い振動数帯域に現れている様子も,地震記録と常時微動記録で対応し

ている｡

　しかし,隣接する建物④,⑤と,非対称な根入れを持つ建物⑥では,地震記録の

ばらつきが大き《,常時微動記録との差も大きい｡建物④,⑤は論文12において,

地震のタイプにより振動の人力機構が異なり,隣接建物間相互作用の影饗度合いが

変化することが詳紬に分析されている｡建物⑥では,方位特性を持つ地震において,

入力損失効果が異なることを確認しているが,紙面の都合上,回示はしていない｡

　根入れのない建物③,⑧では,微動記録にはないピークが地震記録に現れている｡

一方,建物⑨では,微動記録に現れているピークが地震記録に現れていない｡また,

この3棟の建物では,地震記録にばらつきが認められる｡
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4.5　地震記録の空間変動

4j　地雲記録の宅間変勣

　地震記録は個々の地震においても時間的･空間的変動が犬きい｡そこで本節では,

ほぽ直線上に位澱する5つの地表観測点で得られた地震記録のコヒーレンスの経

時変化に着目する｡地表観測点は,建物⑥,建物⑧,建物⑧から約50m離れた地

点⑧',建物⑨,建物⑨から約14m離れた地点⑨'で,これらの観測点間距離は,

約14m,50m,180m,270m,440mである(図4.2i)｡

　図4.22,図4.23にi997年3羽16日に愛知県東部で発生した地震(Mj　5.6,震源

深さ40km,震央距離57km)の記録を用いて,実体波成分が優勢なP波部を5秒

間,s波部を10秒間と,表面波成分が優勢なcoda部を10秒間切りmして求めた

地表観測点間のコヒーレンスを示す｡図4,22,図4.23には,2地点間の距離rより

算mした無次元振動数がπとなる振動数,即ち,rと地震勣の波長が等しくなる振

動数を▼で示した｡但し,約14mしか離れていないCaselについては,無次元振

動数がπ/2となる振動数を▽で示している｡

　実体波が優勢なP波部,S波部では,Case5においてもo~3Hz付近と7~10Hz

付近でコヒーレンスが高い｡これに対しCoda波部は,Caselにおいても▽より高

振動数側でコヒーレンスが低く,空間変動が大きくなっている｡

　根入れのない建物③,⑧,⑨の建物規模と無次元振動数は図4.22,図4.23のCasel

とCase2に相当する｡根入れのない建物の場合,空間変動の影響が現れ易いため,

図4.19,図4.20に示した地震記録と常時微動記録に差が生じていると考えられる｡

●-●14.

●-@5om

●-●18om

●-@27om

●-@44om

　地点間距離

図4.21　地表観測点の配慨図及び地点間距離
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第 4Q　す副出録にJλづく申既層建物の人カ相火効果
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4.6　まとめ

4.6　まとめ

　建物条件,地盤条件ヽ,基礎条件が異なる9棟の中低層建物を対象に,多数の中小

地震記録と常時微勣記録を用いて,相互作用による入力損失効果を体系的に考察し

た｡得られた結果を以下に示す｡

(1)　多数の地震記録を用いて簡易的に振動数領域での分析を行うために,地震動

　　の卓越振動数として地表最大加速度,最大速度,最大変位から求めた等価卓越

　　振動数(PGA/PGV/2π,PGV/PGD/2π)を導入した｡等価卓越振勣数は加速度,

　　速度ともに高振動数でばらつきが大きくなるものの,PGA/PGV/2πは加速度の

　　卓越振動数,PGV/PGD/2πは速度の卓越振動数を概ね評価できることを示した｡

　　(4.3.2節)

(2)　地震動の等価卓越振動数を用いて求めた無次元振動数を用いることにより,

　　鏝大加速度と最大速度における入力損失効果と無次元振動数の関係を多通の

　　建物について,加速度と速度を合わせて統一的に評価することが可能となった｡

　　その結果,入力損失効果は無次元振動数が高くなるほど大きくなり,入力地震

　　動の波長が基礎幅よりも短い場合は,根人れの有無によらず人力損失効果が現

　　れていた｡また,根入れの有る建物は,根入れのない建物に比べ入力損失効果

　　が大きいことを確認した｡(4.3.3節)

(3)　地震記録と常時微動記録を比較した結果,根入れが対称な単独建物では両者

　　は良い対応を示したが,根入れのない建物では両者に差が認められた｡地震動

　　の空間変動を検討した結果,P波部,S波部では地表2地点間のコヒーレンス

　　が高いのに対し,,Coda波部ではコヒーレンスが低いことから,Coda波部で空

　　間変動が大きいことが明らかとなった｡常時微動は表面波が擾勢で空間変勣が

　　大きいと考えられることから,地震記録と常時微動記録の入力損失効果に生じ

　　た差は,振動の建物への入力機構が異なることが一因と考えられる｡(4.5節)

(4)　隣接建物がある場合,隣接建物同士が亙いに影響を及ぽし合うため,入力損

　　失効果が明確でない場合や,逆に地表よりも基礎の揺れが大きくなる場合もあ

　　ることが明らかとなった｡また,根入れが非対称な場合も,入力損失効果が明

　　確でない場合があることも明らかとなった｡(4.3.1節,4,3.3節,4.4節)
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第4章　実測記録に基づく中低層建物の人力損失効果
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5.2　増幅特性に及ぼす動的相互作用効果

第5章　増幅特性･固有振動数･減衰定数に及ぼす

　　　　動的相互作用効果

5.1　はじめに

　本章では,第4章までに得られた知見を生かして,1994年度から2004年度に渡

って名古屋大学が振動実測をしてきた多数の建物の実測記録を用いて,相互作用効

果が増幅特性･固有振動数･減衰定数に及ぼす彩響を検討する｡

5.2　多数の建物振動実測に基づ《動的梱互作用効果

5.2.1　振動実測の概要

　表5.1に振動実測種類と建物棟数の関孫を示す｡但し,|棟の建物で同種の実測

を複数回実施している場合は,1回としてカウントしている｡振勣実測は名古屋大

学内の建物を中心に行われているが,大学内玖外でも様冷な用途の建物で振動実測

を行ってことが分かる｡小学校の棟数が際だって多いのは,2,2節で述べた戦略的

強震観測･常時微動計測の一環で,ほぽ同一の上部構造で地盤･基礎条件の違いが

相互作用効果に及ぼす影響を抽出するために,名古屋市内の小学校を対象に常時微

動計測を行ったためである｡ここで得られた実測記録はハ木ら51い3)が詳紬に分析

しており,ほぽ同一の上部構造であっても,軟弱地盤上では相互作用効果が大きい

ことなどを指摘している｡

　建物用途･構造種別と棟数の関孫を階数毎に図5.1,図5.2に示す｡　10階建てぷ

下の建物はほぽ全てがRC系の建物で,15階建て以上の高層建物はS造が主であ

ることが分かる｡

　常時微動計測は,計測目的によってグレードを下記の4つに分けて実施している｡

　(I)建物応答(固有振動数と減衰定数)のみを簡易的に明らかにするための,

　　　屋上1点3成分での計測

　(II)(I)に加え,相互作用効果も明らかにするための,地盤･基礎･屋上の3点

　　　9成分での計測

　(IH)ロッキングも含めた相互作用効果を明らかにずるための,地盤･基礎･屋

　　　上･基礎端(上下動のみ)の4点での肝測

　(rv)(m)に加え,建物の立体振動性伏や地盤の波動伝播性状などを明らかにする

　　　ための,高密度計測

　図5.3jこ常時微動計測の計測地点数と棟数の関係を階数毎に示す｡高層建物では,

グレード(I)の実測を行い,相互作用効果が大きいと考えられる10階建て玖下の建

物では,グレード(n)以上の振動実測を行っていることが分かる｡
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第5章　増幅特性･囚有振勣数･減衰定数に及ぼす勣的tl口洲川丿効梁

友5.1　振動実測種類と建物棟数の関係
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　52　即い消,こ啖ぼ十勣的拙川HIり|眼

　強震観測は名古屋犬学内内建物を中心に行ってお(常時徴勣訃游｣川司賎に,計

測目的に合わせて以ドに示すグレードに分けて実咆レごいる,､表5.2に払1出{反学

内での瞳物強震観測の概要を示す､

　(1)入力損失効果のみを明らかにするための,地表･某礎の2地点での観測

　(II)建物応答と相互作用効果を明らかにするための､地喪･基礎･頃llの3地

　　　点での観測

　(III)ロッキングも含めた相互作用効果を明らかにするための,地盤･拙礎･基

　　　礎端部･屋上の4点での観測

　(IV)(IH)に加え,ねじれ応答を明らかにするための観測

　(V)(IH)に加え,中間階での建物応答を明らかにするための観測

　(VI)(II)に加え,地盤の増幅特性も含めた建物応答を明らかにするための観測

　(V11)地盤,杭も含めた建物全体の立体振動性状を明らかにするための観測
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]-

○

【B電子情報館(甫館)　　　5　　RC　゛'¨　杭(PHC)　O　O　　画　　　　J
霧境総合館　　　　　　　7　PCaPC　　852　杭(PHC)　　○　　　　　○　　　○　高密　測
　　　●1　工　　　l　は.面　工に　り　.はコ.の対-面とZっている｡

*2地盤の○印は,地中の観測点もあることを意味する｡
*3篆櫛の○印は,ロッキングの観測点1,あることを意味する､
叫建物頂部･中間階の○は,ねじれの観測点もあることを意味する｡
*5E記に加え,鸚舞キャンバス内の免震中央診療棟(建設中),杜寺1棟,
　　木造住宅1棟.鉄骨住宅2棟,庁舎(免震改修予定)3棟,基礎免震噫物1号で
　　強震雛測を実紘中である｡
　　また,超高珊制震蜷物(廸設中)の強震巣測を計画中である｡
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5.2.2　多数の建物の常時微動記録に基づ<動的相互作用効果

　多数の建物で得られた常時微動記録を用いて,動的相互作用効果が囚有振動数と

減衰定数に及ぽす影響を検討する｡固有振動数と減衰定数の推定は,表5.3,表5.4

に示す手法により行っている｡

　図5.4に地盤一建物連成系の固有周期と軒高の関孫を,文献68のS造鐘物とRC

系建物の実測固有周期の回帰直線と共に示す｡また,図5.4の拡大回を回5.引こ示

ず｡両方向とも高層建物は,S造建物の回帰直線と比較的良く対応を示している｡

これに対し中低層建物は,RC系建物の回帰直線よりも周期が短《なっている｡相

互作用の影響が強いと仮定した場合,回帰直線よりも周期が長くなると予想される

が,反対の結果が得られている｡この原因として,文献68､の回帰式作成に用いら

れたデータの半数近《が2次部材の少ない事務所であるため,回帰直線が長周期側

にシフトしている可能性が挙げられる｡逆に,名古屋大学で行った振動実測の対象

建物が,3.4節で示したように2次部材の剛性が,相互作用効果以上に効いたため

に,固有周期が高めになっている可能性も挙げられる｡

　図5.6に桁行方向と張間方向の固有周期比と軒高の関係を示す｡高層建物は固有

周期比がほぽ1であるのに対し,中低層建物RC系建物はばらつきが大きくなって

いる｡これは,実測した高層建物の多くが,中低層建物に比べ平面の対称性が高い

こと,図5.1と図5.2に示したようにS造事務所建物が多かった,間仕切り壁が少

ないことが影響していると考えられる｡

　図5.7に地盤一建物連成系の減衰定数と軒高の関係を示す｡高層建物は設計で慣

用的に使用されている2%よりも若干低めの値であるが,ぱらつきは小さい｡これ

に対して,RC系建物は低層建物ほど減衰定数が大きな傾向が認められ,5~15%と

幅を持った値を示している｡建設中建物は,高層建物とRC系建物の中間的な値を

示していることも分かる｡この結果は,低層建物ほど地下逸散減衰が大きいことを

示しており,3傘で得られた知見と調和的である｡

　　　　　　　　　　　　表5.3　固有振動数の推定手法

　　　　　　固有振動数

　　　フー1エスペク　ルヒーク

　　　パワースペクトルピーク

　伝達関数カーブフイット(振幅のみ)

伝達関数カーブフィット(振幅･位相)
　　　RD法+ゼロクロッシング法

連成系　基礎固定系

ウ
･
り
4
つ
･
″
､
J
`
Z

4
1
`
ー
ー
ー
憧
l
i
7
`
　
ー
ー

ほ
n

連成系　基礎固定系

　1

ウ
`
{
/
″

2
2

成系

II

固定系

表5.4　減衰定数の推定手法

　　　　　　　減衰定数　　　　　　　　　　連成系　基礎固定系　連成系　基礎固定系　連成系　基礎固定系

　　　　　RI}ご+､･放4　　　　　　12　　　　　　3　　　　　　11

　　　　　RD法+包絡線近似　　　　　　　12　　　　　　　　1
　　　自己相関関数法+対数減衰串　　　　　12　　　　　　　　1

　　　　　ハーフパワー法　　　　　　　　12

　伝達関数カーブフイット(振幅のみ)　　　12　　　12　2
伝達関数カーブフィット(振幅･位相)　　,23　　　25　　　1　　　　2
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図5.7　軒高と地盤一建物連成系の減衰定数の関係(左;桁行方向,右:張間方向)
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第5φ'増幅特性･固有振勣数･減衰定数に及ぼす相社作川効眼

5.3　増幅特性に及ぼす相互作用効果

　5.3節~5.5節では,1996年より名古屋大学東山キヤンハス内の構造種別･階数

の異なる5棟の建物で行われている強震観測で得られた多数の中小地震記録を用

いて分析を行う,,対象建物は,4章で対象とした建物①~⑤である(図5.8,表5.5)｡

構造種別･階数の違いが振動性状に及ぼす影響を分析し易くするために,これ以降

は5棟の建物を,S造10階建物,SRC造10階建物,RC造4階建物,SRC造6階

建物,SRC造3階建物と略記する｡

　増幅特性に及ぼす相互作用効果を検討するために,表5.5に示す全地震記録を用

いたスウェイのみ固定した基礎固定系(RF/IF)と地盤一建物連成系(RF/GL)の

平均フーリエスペクトル比を図5.9に示す｡それぞれの建物でRF/IFとRF/GLを

比較すると,RC系建物では相互作用に起因する固有振動数の低下が認められるが,

S造10階建物では固有振動数の変化は認められない｡1次固有振動数での増幅度の

差に着目すると,SRC造10階建物とRC造3階建物で相互作用に起因する応答低

減効果が認められる｡これに対し,他の建物ではRF/GLの方が大きな増幅度を示

已戸･所フ匠子⊇已回ぴL　　66m　　　''巨レ仁リトーベレ一白『サ
　　　　　　　55m　　7.2m　　　　　　　　　　　　　　　　　y　　c---Ji匹　り.im'‘　　　　　　　　　　　　　　　　y

(a)孚面図と強震計配置(●:建物,0:地盤)　　　し
①　　　　　　　　2
　　　　　　　s　　　　　　　　　ぷ
　　　　　　　　　　　　　　　　肖　　　　　　　　貝4
　　　　　　　　　　　　　　　　　3　　　　　　　糾　　　　　　　　j
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ビ　　　　　　5　　iGL

　　　　　　　(b)立面図と強宸計配置(●:建物,0:地盤)

　　　　　　　　　　図5.8　対象噫物の平面図･断面図

　　　　　　　　　　　　　長5.5　対象建物の概要

3　RC　4　0.9　　RC杭　　　6　　　0　　　1155　　244　,　　49　　4jZ　　4.4

4　S紅J　6　2ヱ3　　PC杭　　10.12　　2j　　604　　302　　-　　57　　3j　　M

5　RC　3　12j　　直接　　　.　　1.4　　　374　　335　　,　29　　5.9　4.98j

　　･iMは咤がRC造.梁がS造を奪噛する｡

　　･2柵入れの括弧内は一郎深い橋所での衆さを意味する.
　　･34`均V,(N憧)は,N値から権定したV･を基嶋底面から醍さ|《kxlまで醵厚で重み忖け平均して算出.

　　　　`l‘･吻vs(Ps検噛)は,板叩き法で推定されたv･を羞礎匠面から潭さla･まで層厚で重み吋け早均して葬出.

　　　　括弧内の孚均V.は,瞳物から約5伽i離れた地点でのポーリングデータから推忿したことを意味する｡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-98-



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5j　増幅特性に及ぼす勣的紅互作用効果

ている｡この原因として,S造10階建物は相互作用効果が小さ《,S造純ラーメ

ン構造であるため曲げ変彩が卓越していると考えられ,地盤一建物連成系と基礎固

定系の1次モードが対応していない可能性がある｡RC造4階建物は八木73)らが口

ッキングの影饗が強いことを指摘しており,SRC造6階建物は,松山ら34)が人力

時振動特性によって建物への振勣入力システムが異なる可能性を指摘している｡

　建物の増幅特性を簡易的に評価するために,建物屋上(R]F),建物1階(IF),

地表(GL)で得られた地震記録の最大加速度･最犬速度に着目して分析を行う｡

以後,屋上･i階･地表での最犬加速度をそれぞれPRA,PBA,PGAと略記し,

最大速度をそれぞれPRV,PBV,PGVと略記する｡図5.10に地震勣の等価卓越振

勣数(PGA/PGV/2π)と最犬加速度比PRA/PBA(基礎因定系),PRA/PGA(地盤-

建物連成系)の関係を示す｡建物によって増幅度が異なっていることが分かる｡ま

た,地震動の卓越振動数によっても増幅度が明瞭に異なっている様子も分かる｡増

幅度が高《なっている振動数帯域は,回5.9に示した平均フーリエスペクトルのピ

ークが現れている振動数帯域と良《対応している｡しかし,増幅度は平均フーリエ

スペクトル比の半分程度になっている｡PRA/PBAとPRA/PGAを比較すると,SRC

造10階建物では相互作用効果による応答低減が認められるが,他の建物では

PRA/PBAとPRA/PGAに差はほとんど認められない｡

　図5.11に地震動の等価卓越振動数(PGV/PGD/2π)と鏝犬速度比PRA/PBA(基

礎固定系),PRA/PGA(地盤一建物連成系)の関係を示す｡図5.11のプロットは,

図5.10に比べ低振動数欄に分布しており,階数の高い建物の平均フーリエスペク

トルとの対応が良くなっている｡　しかし,増幅度は図5.10と同様に,平均フーリ

エスペクトルの半分程度にしかなっていない｡PRV/PBVとPRV/PGVを比較すると,

各建物で両者に顕著な差は認められない｡

　回5.10,図5.11に共通して,地盤一建物連成系と基礎囚定系の違いが増幅度の

差や,固有振動数の差には明瞭には現れていない｡しかし,RC造3階建物の屋上

と1階,あるいは地表の最大値比は極めて小さくなっている｡スウェイが支配的と

なり,上部構造物が剛体的に挙動していることが原因と考えられ,,これこそが相互

作用効果が増幅特性に及ぽす彩響といえる｡また,建物の増幅特性は建物と地盤の

固有振動数のみならず,人力地震動の卓越振動数にも大き《彩響されることを実測

記録より明らかとなった｡
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第5章　増幅特性･固有振動数･減衰定数に及ぽす相互作用効果

5.4　固有振動数に及ぽす相互作用効果

　相互作用効果が固有振動数に及ぽす影響を検討するために,5棟の建物それぞれ

で,表5.5に示す全地震記録に対して線形多モードモデルを用いてGL,IFを入力,

RFを出力としたシステム同定71)を行い,固有振動数と減衰定数を推定した｡但し,

RC造3F建物は,相互作用効果が大きいことや隣接するSRC造6F建物の影響が大

きいことなどから,システム同定を適切に行うことができなかった｡

　図5.12に4棟の建物の地盤一建物連成系(RF/GL)とスウェイのみ固定した基礎

固定系(R]F/IF)の固有振動数の関係を示す｡S造10階建物では,RF/GLとRF/1F

の固有振動数はほとんど差が認められない｡これに対しRC系建物では,RF/IFの

固有振動数に比べ,RF/GLの固有振動数が顕著に低くなっている｡これらは慣性の

相互作用に起因するものと考えられる｡尚,RC造4階建物の張間方向と,SRC造

6階建物でばらつきが大きくなっている原因は,ロッキングや隣接建物間相互作用

などの影饗である｡

　固有振動数の振幅依存性と相互作用効果の関係を検討するために,回5.13に屋

上最大加速度と固有振動数(RF/IF,RF/GL)の関係を示す｡S造10階建物では,

屋上鏝大加速度が大きくなると,儀かに固有振動数が低下している｡これに対し,

SRC造10階建物とRC造4階建物では,振幅依存性が顕著に認められる｡

　図5.13の各建物のRF/IFとRF/GLを比較すると,S造10階建物とSRC造10階

建物のプロットの分布傾向は両者で類似していることから,振幅依存性は主に上部

構造に起因するものと考えられる｡
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5.5　減衰定数に及ぽす相互作用効果

5j　減衰定数に及ぼす勣的相互作用効果

　5.4節で行ったシステム同定の結果を用いて,図5.14に4棟の建物の地盤一建物

連成系(RF/GL)とスウェイのみ固定した基礎固定系(RF/IF)の減衰定数の関係

を示す｡　S　造　10階建物は,RF/GLとR]F/IFとも約1%程度の減衰しか示しておらず,

両者に差はほとんど認められない｡これに対しSRC造10階建物では,RF/GLの減

衰定数がRF/IFよりも大きくなっており,地下逸散減衰の影響が明瞭に現れている｡

RC造4階建物の張間方向とSRC造6階建物は,ロッキングや隣接建物の影饗によ

り,システム同定の結果が乱れている｡

　減衰定数の振幅依存性と相互作用効果の関係を検討するために,図5.15に屋上

最大加速度と減衰定数(RF/IF,R]F/GL)の関孫を示す｡　SRC造10階建物と,RC

造4階建物の桁行方向には,屋上最大加速度が大きくなるほど減衰定数が増す振幅

依存税が億かに認められる｡　RF/iFとRF/GLの減衰定数を比較すると,両者のプ

ロットの分布形伏は比較的よ《似ている｡
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第5章　増幅特性･固有振勁数･減衰定数に及ぽす動的組T圧作用効果

5.6　まとめ

　多数の建物で得られた常時微勣記録を基に誹目互作用効果が固有振動数と減衰定

数に及ぼす影響を分析した｡その後,構造種別･階数の異なる5棟の中低層建物を

対象に,地震記録から相互作用効果が増幅特性･固有振動数･減衰定数に及ぼす影

響を分析した｡得られた結果を以下に示す｡

(1)多数の建物の常時微動記録の分析より,高層建物は固有振動数と軒高の関係

　　がほぽ線形関係にあるが,中低層建物はぱらつきが大きく線形関係にないこ

　　とを示した｡また,中低層建物の減衰定数は地下逸散減衰の影響により,高

　　屑建物よりも大きめの値となることを示した｡(5.2節)

(2)構造種別･階数の異なる5棟の建物の多数の中小地震記録より,建物の応答

　　最大値の増幅特性は建物と地盤の固有振動数のみならず,入力地震動の卓越

　　振動数にも大き《影響されることを明らかにした｡また,地盤に比べ建物の

　　固有振動数が大幅に高い建物に,長周期成分が優勢な地震動が入力する場合,

　　スウェイ成分が主となり建物は剛体的に挙動していることを示した｡(5.3節)

(3)多数の中小地震記録を用いて動的相互作用が固有振動数に及ぼす影響を検討

　　した結果,RC系建物では固有振動数が低下していることが確認された｡また,

　　分析に用いた地震動レベルでは,固有振動数の振幅依存性は,主に上部構造

　　物に起因することを示した｡(5.4節)

㈲　多数の中小地震記録を用いて動的相互作用が減衰定数に及ぼす影響を検討し

　　た結果,RC系建物では地下逸散減衰に伴う減衰効果が確認された｡(5.5節)

(5)ロッキングや隣接建物聞相互作用の影響が大きい場合,固有振動数と減衰定

　　数の推定値にぱらつきが生じていたため,今後,これらの影響を考慮できる

　　推定手法へ改良が必要である｡

108



第6章　結論

6.1　研究の結論

6,1　研究の結論

　第1章では,中低層建物の振動性状に関する研究の現状を整理し,中低層建物の

振動性状には未解明な課題が多く残されていること,いずれの課題も解析的検討が

困難であるため,耐震安全性を検鉦するためには実測記録に基づ《研究が極めて重

要且つ緊急の課題であることを指摘した｡また現在,実鉦的研究をするための輿測

記録が決定的に不足している諜題も指摘した｡

　第2傘では,中低層建物の動的相互作用効果を分析できる実測記録が質･量とも

に不足している現伏と,実測記録の典有化が回られていない現状を把握した｡この

状況を打開するために,新たな建物振動実測の方法として,中低層億物の振動性伏

に及ぽす各種要因の影響を抽出することを目的に,戦賂的強震観測･常時微勣肝測

プログラムを作成,実施した｡その結果,少数の建物を対象に系統的な振勣実測を

行うことにより,多数の観測ケースを比較分析することが可能な,極めて有益な実

測記録を取得できることを示した｡また,得られた実測記録を有効に活用するため

に,地盤デ･=--タ･図面等の建物資料と合わせてデータベース化すると典に,インタ

ーネットで公開するシステムを構築した｡

　第3章では,戦賂的強震観測･常時微動計測で得た実測記録を用いて,建物振動

性状に及ぽす要因として,慣性の相互作用,入力の相互作用,隣接建物間相互作用,

2次部材の剛性効果を抽iし,詳細に分析した｡得られた結論を以下に示す｡

(i)ほぽ同規模で構造種別･基礎形式の異なるS造10階建物(純ラーメン･楊所

　　打ちRC杭),SRC造10階建物(耐震壁付きラーメン･PHC杭),PCaPC造7

　　階建物(耐震壁付きラーメン･PHC杭)を対象として,建設段階毎に常時微

　　動計測を行った｡また,S造10階建物とPCaPC造7階建物では,建設中から

　　強震観測を行った｡

　　･　固有振動数の階数依存性は,S造10階建物ではほとんど認められなかった

　　　が,PCaPC造7階建物とSRC造10階建物では,低層時に相互作用効果が大

　　　き《,高層になるほど相互作用効果が小さくなる傾向が認められた｡

　　･　ほぽ同一の地盤条件･建物規模であるにも拘わらず,上部構造と基礎構造の

　　　剛性バランスによって,S造10階建物は固有振動数がIHzで,上部構造の

　　　弾性変形のみが卓越して1%以下の減衰しか認められなかった｡これに対し,

　　　SRC造10階建物は固有振動数が2Hz程度で,スウェイ率とロッキング率が

　　　全体の2~3害り程度を占めており,減衰定数は2%程度認められた｡PCj)C
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　　　造7階建物は,S造10階建物とSRC造10階建物の中間的な振勣性状であ

　　　る二とを示した｡

　　･　有効人力動には階数依存性はほとんど認められなかった｡

　　･　地震動と常時微動記録から得られる結果は良《対応しており,常時微勣計測

　　　の有用性を示した｡

　　これらの結果より,慣性の相互作用は,上部構造と基礎構造の剛性バランス

　に彩饗されることを示した｡これに対し,入力の相互作用は,地盤条件と基礎

　サイズに影響されることを示した｡これらは,従来から理論解析により指摘さ

　れていた傾向と整合している｡(3.2節)

(2)S造10階建物の周囲を取り囲むように隣接建物が建設される機会を利用して,

　　3種類の振動実測を行った｡①隣接建物の建設前~後のS造10階建建物の長

　　期的な常時微動計測,②S造10階建物も含めた,隣接建物の建設段階毎の常

　　時微動計測,③隣接建物建設前後のS造10階建物の強震観測

　　･　③より,隣接建物の基礎構築前後で,S造10階建物の4次モードに変化が

　　　認められた｡

　　･　①より,S造10階鐘物の2次減衰定数が隣接建物の基礎構築以降に,急激

　　　に低下した｡

　　･　②より,隣接建物がS造10階建物のロッキング動に影響を及ぽしているこ

　　　とが示唆された｡

　　これらの結果より,従来から指摘されているように,隣接建物の建設が既存

　建物の振動性状に影響を及ぼしていることが示唆される｡(3.3節)

(3)S造10階建物とSRC造10階建物で高密度常時微動計測を行うと共に,継続

　　的に強震観測を行い,実測記録から得られる固有振動数と数値解析結果を比較

　　分析した｡

　　･　非構造部材の少ないS造10階建物は,固有振動数の実測値と解析値は良く

　　　対応していたが,非構造部材の多いSRC造建物では,実測値と解析値に3

　　　~4割程度の差が認められた｡

　　･　SRC造建物の外周部に取り付く開口付き壁のFEM解析を行った結果,純フ

　　　レームの約2倍の剛性を有していることが判明し,これを考慮して再度,固

　　　有値解析を行った結果,実測値と解析値の対応は良くなった｡

　　これらの結果より,従来,構造設計時の耐力評価には考慮されていなかった

　袖壁･腰壁などの2次部材は剛性の面では彩響が大きく,建物の振動性状を適

　切に把握するためには無視できないことを示した｡(3.4節)

　　また,一連の振動実測より,水平2方向の固有振動数が近接し,減衰定数が

　小さい楊合に,2方向が連成してうなりながら共振する現象が明らかとなった｡

　この現象は,低減衰構造物に継縦時間の長い地震動が入力する場合の,建物応

　答評価の重要性を示唆している｡
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6j　研究の結論

　第4章では,第3章の各種要因分析で得られた知見を生かして,建物条件,地盤

条件,基礎条件が異なる9棟の中低層建物を対象に,多数の中小地震記録と常時微

動記録を用いて,相互作用による人力損失効果を体系的に分析した｡また,常時微

勣記録と地震記録を比較することにより,常時微動記録に基づ《建物振動性状の分

析の適用範囲を明らかにした｡得られた結論を以下に示す｡

･　地震記録の地表最大加速度,最大速度,最大変位から算出される等価卓越振勣

　　数(PGA/PGV/2π,PGV/PGD/2π)は,地震動の卓越振動数とほぼ等しいこと

　　を示し,多数の地震記録を用いて簡易に振動数領域での分析を行うための手法

　　として有効であることを示した｡(4.3.2節)

･　地震動の等価卓越振動数を用いて求めた無次元振動数を用いることにより,最

　　大加速度と最大速度における入力損失効果と無次元振動数の関孫を統一的に

　　評価することが可能となった｡その結果,入力損失効果は無次元振勣数が高《

　　なるほど大きくなり,入力地震動の波長が基礎幅よりも短い掛合は,根入れの

　　有無によらず入力損失効果が得られていることが明らかとなった｡また,根人

　　れの有る建物は,根人れのない建物に比べ入力損失効果が大きいことを確認し

　　た｡(4.3.4節)

･　隣接建物がある場合は,隣接建物同士が互いに彩饗を及ぽし合うため,人力損

　　失効果が明確でない場合や,逆に地表よりも基礁の揺れが大きくなる場合もあ

　　ることを実測記録より明らかにした｡また,根入れが非対称な場合も,入力損

　　失効果が明確でない場合があることを明らかにした｡(4.3.1節,4.3,3節,4.4

　　節)

･　地震記録と常時微動記録を比較した結果,単独で根入れが対称な建物では丙者

　　は良《対応していたが,根入れのない建物では両者に差が認められた｡地震動

　　の空間変動を分析した結果,P波部,S波部では地喪2地点間のコヒーレンス

　　が高いのに対し,Coda波部ではコヒーレンスが低かったことから,Coda波部

　　で空間変動が大きいことが明らかとなった｡常時微動もCoda波部と同様に表

　　面波が優勢であると考えられることから,地震記録と常時微動記録の入力損失

　　効果に生じていた差は,振動の建物への入力機構が異なることが原因と考えら

　　れる｡(4.5節)

　これらの結果は,耐震設計において入力損失効果を灘入する楊合に,留意すべき

諸点を示したものといえる｡

　第5章では,第3傘の各種要因分析で得られた知見を生かして,多数の建物で得

られた常時微動記録を基に相互作用効果が固有振動数と減衰定数に及ぽす影響を

分析した上で,構造種別･階数の異なる5棟の中低層建物を対象に,地震記録から

相互作用効果が増幅特性･固有振動数･減衰定数に及ぽす影響を分析した｡得られ

た結果を以下に示す｡

･　多数の建物の常時微動記録の分析より,高層建物は固有振動数と軒高の関係が
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　　ほぽ線形関係にあるが,中低層建物はばらつきが大きく線形関係にないことを

　　示した｡また,中低層建物の減衰定数は,高層建物よりも犬きめの値となるこ

　　とを示した｡(5.2節)

･　構造権別･階数の異なる5棟の建物の多数の中小地震記録より,建物の応答最

　　大値の増幅特性は建物と地盤の固有振動数のみならず,入力地震動の卓越振動

　　数にも大き《影響されていることを明らかにした｡また,低層建物に長周期成

　　分が擾勢な地震動が入力する場合,スウェイ成分が主となり建物は剛体的な挙

　　動をしていることを示した｡(5.3節)

･　動的相互作用が固有振動数に及ぽす影響を検討した結果,RC系建物では固有

　　振動数が低下していることが確認された｡また,分析に用いた中小地震レベル

　　では,固有振動数の振幅依存性は,主に上部構造物に起因することを示した｡

　　　(5.4節)

･　動的相互作用が減衰定数に及ぽす彩饗を検討した結果,RC系建物では地下逸

　　散減衰に伴う減衰効果が確認された｡(5.5節)

　これらの結果は,動的相互作用による増幅倍率･固有振動数･減衰定数の変化を,

中低層建物の耐震設計においても適切に考慮し,設計へ反映させる必要性を示した

ものといえる｡

　以上,本論文は,中低層建物の動的相互作用効果を実証的に明らかにするために,

少数の建物から多数の条件比較が可能な戦賂的強震観測･常時微動計測プログラム

を計画,実施することで,実測記録を蓄積し,それらに基づいて動的相互作用効果

を体系的に検討したものである｡

　結果として,従来の振動実測からは抽出が困難であった慣性の相互作用と人力の

相互作用,隣接建物間相互作用,2次部材の剛性の影饗を明確にした｡この知見を

もとに,耐震設計上のキーパラメータである固有振動数と減衰定数に及ぼす動的相

互作用効果を実証的に示すと共に,増幅特性の変化と入力損失効果を明らかにした｡

これらの成果は,性能設計を促進するための礎となる重要な資料と考えられる｡ま

た,既存建物の耐震性能を把握し,都市の地震防災力を評価する上での基礎資料と

しても非常に有益と考えられる｡
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6.2　今後の課題と展望

本節では,今後の検討諜題と展望について述べる｡

(1)動的相互作用を耐震設計で考慮することは極めて重要であるが,研究と設計

　　業務には未だ隔たりがあるのが現状である｡この状況を解消するためには,

　　本論文のような実証的研究と,実現象を忠実に再現できる数値解析を合わせ

　　て行うことにより,動的相互作用に影響を及ぽすパラメータを明確にし,そ

　　れらを適切に扱うことのできる耐震設計法の確立が必要不可欠である｡

(2)建物の耐震性能を明示できる性能設肝を行うためには,入力地震動と建物耐

　　力の双方を適切に評価する必要があるが,どちらも把握できていないのが現

　　状である｡この伏況を打開するためには,実測記録に基づ《研究の重要性を

　　社会に広く理解して貰えるよう努力し,より多くの建物で実測記録を敢得し,

　　それを共有できる環境を創ることが必要と考えられる｡

(3)汀技術が発展し,計測機器の性能も飛躍的に向上している現代において,各

　　建物に強震計を設徽し,ネットワーク化することは困難ではないと考えられ

　　る｡強震時の地盤や建物の振動を得るという目的だけな《,早期に披害状況

　　を把握するためにも必要なシステムと考えられる｡

(4)本論文は動的相互作用問題に焦点をあてて研究を進めてきたが,系統的な振

　　動実測より,継続時間の長い地震動が低減衰建物へ入力した場合の応答性状

　　の重要性が明らかになった｡この様に実構造物の振勣性状には,我々がその

　　重要性を把握しきれていない現象が,潜在していると考えられる｡新たな現

　　象を発見し,解決するためにも,建物振動実測の充実化が望まれる｡

　上記はいずれも,実構造物が持つ真の耐震性能と入力地震動を解明するための鍵

となり,耐震性能を明示することのできる性能設計への架け橋となるばかりではな

く,既存建物の耐震性能を明確にすることにより,都市の地震防災へ繋げるための

重要な課題である｡
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《と共に,強震観測環境を整備･管理して頂きました｡ここに深《感謝いたします｡

　また,常時微動計測と強震観測に関して,特に建設時の実測に御協力頂いた冬関

連機関の関係者の方々に深《感謝いたします｡

　名古屋大学環境学研究科･山崎靖典氏,浜田栄太氏には,本論文をまとめるにあ

たり,多大な御協力を貰きました｡ここに深《感謝いたします｡

　本論文で行った常時微動計測と強震観測は,名古屋大学環境学研究科都市環境学

専攻環境･安全マネジメント講座(旧工竿研究科建築学専攻構造設計工学講座)
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の諸先輩方,及び学生の方々の御協力なくして,実施するニとはできませんでした｡

また本論文では,諸先輩方が1996年より菩積してきた貴重な常時微勣記録と地震

記録を使用させて頂きました｡ここに深《感謝いたします｡

　以上の他,多くの方々の御支援により本論文を作成するニとができました｡感謝

の意を込めて厚《御礼申し上げます｡

　最後に,筆者の博士後期課程への進学を許し,これまで励まし支えて下さいまし

た丙親に感謝いたします｡

2005年2月

牡鳥犬希
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